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寺院の法律上の地位及び
其財産法上の行爲
伊達光美
　本稿は校友辮謹士伊達光美君の逡稿の一部である。君が寺院法の研究に志を寄ぜ
られアこのは、本大學卒業（大正七年）後間もない頃のことであつ7こやうに記憶する。
特に寺院法に興味を措7これ☆のは．恐くは君自身がお寺に育☆れ7こことにも因ろで
あらう。其動機が何れにあつ7こにぜ二、君の如く寺院の内情に逼曉ぜろ人ならで
は、寺院法の如き特殊研究は、到底其の完壁を望めまい。爾來十星霜、君は辮護士
の劇務に在り乍ら、孜々として其研究を怠られなザつ☆。而して其研究計劃が雄大
にして、其態度が如何に著實周到なりしザは、既に蒐集叉は探鎌せられ☆る資料の
廣汎且つ豊富なることに俵つても、容易に之を推知することが出來る。君も近年漸
く積年研鐵の結果を公刊すべく意を決せられ、着々其筆を進めて居られプこやうであ
る。而して逡され☆る原稿のみにても、既に敷千枚の大部に蓮して居る。然るに何
の不幸ぞや、突如病を得て途に咋年四月齢僅に三十有四にして、此世を去られて絡
つすこ。志孕にして天折ぜられテこる君の無念はさること乍ら、君の如き特殊研究家を
失ひテこる吾學界の損失も亦、決して少くはない。併し君の十年努力の結晶は、近く
令兄本大學数授伊蓮保美氏に俵つて記念出版の運びに至るとのこと、これはせめて
もの慰みである。躍に掲ぐろ一編は、寺院の法律問題中、：吾人の日常生活に於て、
最も重要なろ部分に關する研究である。而して叉君が生前に於て特に本誌上に之を
稜表しナこき希望を漏され☆ものである。君の志の一端を途げしめテこき・私情は固より
のこと、叉他に得難き貴告論文なることの確信を得☆るに因り、令兄と相謀つて蛙
に之を公表することにしすこ。而して私は君の〃ラス、メ向トの一人として．叉直接字
句の修正補足及び印刷校正の囑を受け☆ろ責任者として、紹介の意を兼ね敢えて一・
言を呈する次第である。乞ふ君の露よ之を諒せよ。（大濱信泉）
2 寺院の法律上の地位及び共財産法上の行爲
緒 ??
　寺院に關する訴訟は、其藪極めて多く之に因りて裁判所の煩
はさるることも決して少くない。このことは、寺院が法律制度
中重要な地位を占め、且つ其活動が吾人日常の法律生活に重大
なる交渉を有することを如實に物語るものである。從つて寺院
の法律的研究は、到底之を等閑に付することは許されない。叉
過般偶々當局に在りては、宗敏法の制定が企てられ、之が機縁
となって、寺院に關する法律上の論議も盛となるに至つた。從
つて寺院法の研究に一指を染めて居る自分として、此際其研鐘
の一端を楼表することは、必すしも無盆の企ではあるまい。と
言って固より私は、本稿に於てその全般に亙る系統的解読を試
みようと言ふのではない。鼓では軍に實生活上最も重要なる寺
院の財産的方面に關する問題のみを、取扱って見たいと思ふに
過ぎない。
　寺院を法律的に研究するに當つて、最初に遭遇する最大の障
碍は、膿系を整へたる成文法の存せざることである。人も知る
如く寺院に關する現行法規は、明治初年に断片的に制定せられ
たる太政官布告叉は諸官省達の形式を以て散在するに過ぎな
い。從って其法規自燈が不完全不備なることは論を侯た函。叉
是等の不備なる法規を實際蓮用するに當つて、疑義の百出する
ことも建1に止むを得ざることである。元來法律はそれが不備で
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あれぱある程、解繹に依る補充作用が必要とせられる。之が即
ち判例の立法的作用である。而して我法制中寺院法の分野ほ
ど、判例が其所謂立法的作用を替んで居る所は、他に類例はな
いかと、思ふ。從つて判例法に興味を有する人に採つては、寺院
法は好適の研究領域であると言っても、過言ではない。本稿に
於ても、先づ過去藪十年間に亙り、判例に依つて築かれ來れる
所を基礎とし、之に若干の論理的補足をなすことに依って、一
個のまとまつた寺院法理論を形成したいと思ふ。
　本稿は、寺院の財産法上の法律行爲の研究を、其封象として
ゐるものであるが、併し法律行爲の研究は其主膿の性質に付て
十分の理解あることを、前提としてのみ期待し得られる。從っ
て先づ第一章に於て、寺院の法律上の地位を論じ、然る後寺院
の債務負澹行爲及び財産塵分行爲の爾方面より、章を分つて槍
討の筆を進めたいと思ふ。
　　　第一章　寺院の法律上の地位
　　　　　第一節　寺院の私法人性
　自然人に非すして梅利の主燈たり得るものを法人と呼べぱ。
寺院は帥ち法人である。寺院は現在に於て法人であるのみなら
す、過去に於ても、今日の法人の観念に該當する肚會的存在を
有し來つた。本堂庫裡其他の不動産叉は動産と僑侶並びに檀信
徒より成る組織髄として、寺院は常に今日まで其存在を績けて
來た。王朝時代より奮幕時代に至る迄、寺院が寺領其他の土地
に封して、今日の所謂所有権に該當せるか、叉は軍に使用牧盆
の権利に過ぎさりし炉、その性質論は暫く之を措き、兎に角一
種の権利主艦として、取扱はれ來りしことに付ては、疑の飴地
はないかと思ふ。而して寺院の法人性は、夙に大寳律令以來吾
が法令の認むる塵であつて、印ち田令には
　凡田六年一班、紳田寺田、不ソ在二此限＿云々
　凡官人百性、並不ゾ得下將二田宅園地一、捨地反費易與占寺
叉蘇令中には
　凡寺不ゾ在二食封之例一、若以二別勅＿権封者、不ヅ拘二此令魂
　権謂二五年以下＿
とあり、格式に於ても亦同様にて、例へぱ
　天季寳字元年閏八月廿三日、寺田事
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　勅、如ゾ聞護二持佛法＿無ゾ尚昌木叉＿勤二導尺羅＿實在二
　施禮一、是以官大寺別永置二戒本師田十町一、自ソ令以後毎ソ爲
　二布薩＿恒以二此物＿量二用布施＿云々（類緊三代格）
とあり、荷延暦二三年正月二二二日、太政官符、慮ソ令二招提寺
爲ゾ例講ジ律事、には、
　前略、件寺云々、玄天耶寳字三年、勅以二没官地＿賜之、名
　爲二招提寺一、令ソ修二學戒法一、爾來殆五十年云々、使用二件
　田一、充二律供儲一、然則招提之宗無ゾ塵云々（同）
　凡藥師寺大般若輕會云々、施物用二本寺物一云々（延喜式、
　玄蕃）
　凡崇幅寺毎年四月十二日悔過各三日云々其布施供養用二寺田
　地子物（同〉
と規定せられて居る。而して此種の法令を引用すれぱ、私の調
査硯究したる範園でも、殆んど枚墨に逞ない程である。併し其
企ては本稿の目的外に属するが故に、弦では輩に各時代の法令
を通じて、寺院の権利主膿たることが明定せられたること、及
び其法人性を否定したる法令の存せざることを、論結するに止
める。奮幕府倒壊後、明治新政府の樹立以後に於ても亦、寺院
の権利主膿たる地位は、動揺を見ることはなかつた。
　明治元年四月七日太政官
　諸國萬眉以上以下私領並杜寺領共是迄幕府へ差出候振合ヲ以
　村高帳篤相添急速民政役所へ可差出事云々
6 寺院の法律上の地位及び其財産法上の行：爲
　明治四年正月五日太政官布告
諸國肚寺由緒ノ有無二不拘朱印地除地等從前之通被下置候塵
各藩版籍奉還之末壮寺ノミ土地人民私有ノ萎昌相成不相當ノ
事昌付今般肚寺領現在ノ境内ヲ除ク外一般上知被仰付追テ相
當藤制被相定更二庫米ヲ以テ可下賜事（以下略）
　明治五年八月三日致部省達第十二號佛器什物帳調製ノ件
　各管内寺院之向建物ヲ除之外一寺附属之佛器什物等一切帳簿
　へ記載シ檀家総代法類等奥印ノ上云々
　明治六年三月五日太政官布告八九號
　今般信侶身代限規則被相定候二就テハ寺院ノ所有ノ田園建物
　諸器什物檀家ヨリ寄附ノ分叉ハ法用昌必要ナル分並二古來傳
　承ノ寺寳等ノ分判然相立不申候テハ差支候條左ノ規則二從ヒ
　寄付帳什物帳相綴り置可申候云々
　右に類する明治以後の法令は、樹ほ多藪之れを引くことは容
易である。後に詳論する明治六年太政官布告第二四九號、明治
九年致部省達第三號及び明治十年太政官布告第四三號の如き當
に其適例である。要するに寺院は實に吾が法制上、最古の歴史
を有する法人なりと謂ひ得る。
　現行法に付て観るに、特に寺院を法人なりと規定したる明文
を鉄くと錐も、民法施行法第十九條第一項は、r民法施行前ヨ
リ濁立ノ財産ヲ有スル肚團叉ハ財團昌シテ民法第三四條昌掲ケ
タル目的ヲ有スルモノハ之ヲ法人トス」と定めた。右に掲ぐる
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如く、寺院は民法施行前より狗立の財産を有し、叉民法三四條
所掲の事項たる祭祀、宗敏、慈善、學術、技藝の中、少く乏も
最初の二者を其目的として居る。從つて寺院は民法斯定の法人
設立の手績を経るの要なく、當然私法人たる存在を有するもの
である。（同條第二項の主務官磨の認可の有無は法人格に浦長を
來さ臓）（同読、佐々木惣一氏r宗敏團艦ノ法律上ノ地位二就テ」
京都法學會雑誌十三巻十號四二頁）
　然るに民法施行法第二八條にはr民法中法人二關スル規定ハ
當分ノ内神肚、寺院、祠宇及ピ佛堂ニハ之ヲ適用セス」と規定
したるが爲めに、同法施行當時寺院は法人に非すと解する者も
現はるるに至った。併し其謬論たる素よう明白にして、今日に
於ては全く過去の腰論として顧みるもの無く、學説判例は共に
寺院の法人たることを認むるに一致して居る。帥ちr寺院2・法
人ナリト直接晶規定シタル法令ハナケレトモ民法施行法第二十
八條二民法中法人二關スル規定ハ當分ノ内寺院二之ヲ適用セス
トアリテ若シ民法昌於テ寺院ヲ法人二非サルモノトスレハ此規
定ヲ設クル筈ナキニ此ノ如キ規定ヲ設ケタル所』由レバ民法ハ
寺院ヲ法人ナリト爲シタルモノトス」（大審院、三五、一〇、八、
民事判決録、九巻、四六頁）。故に同條は、r杜寺ヲ以テ人格ナ
キモノト爲シタル趣旨ニアラスシテ、肚寺ハ人格アルモ之昌i封
シテ當分ノ内法人昌關スル民法ノ規定ヲ適用セストノ趣旨ト解
スルヲ以テ當ヲ得タルモノトス」（同、三五、三、二四、刑事判
8 寺院の法律上の地位及び其財産法上の行爲
決録九輯：三巻四四九頁）。　即ち此等の判旨に從へぱ、前記民法
施行法第二八條は寺院の法人格を否定するの根擦とはならすし
て、却つて其支持論に一理由を提供するものである（註一）。而し
て民法施行後に、制定登布せられたる法令中には、寺院を法人
とし叉は法人たることを前提としたる規定も少くない。即ち明
治四〇年森林法第一三條、同年森林法施行規則第一條及び第二
條、大正四年國有林野産物費梯規則第七條、大正一四年法律第
四號特別都市計劃匿域内二於ケル寺院ノ國有鏡内地譲與等昌關
スノレ件等は、其例に外なら鳳。從つて現行法制の下に於て、寺
院の法入たることは、全く疑問の蝕地はないと言つてよい（註
二）。
　駐一、序を以て謂ふ。大審院は民法施行法第二入條を以て民法施行前寺院に法
　人格ありれる：事賛の一の謹左と解し、同條に「民法中法二關ス，レ規定ハ當分ノ
　内紳祉、寺院、祠宇及ヒ佛堂二之ヲ・適用セスト規定セ膨二佐り之チ鶴レハ・淋
　肚、寺院、祠宇及ヒ佛堂ハ、民怯施行前ヨリ法入タリジコト明カナリ』（4，珍
　23，列決録二四輯二四七頁）と剣示して居る。
　爾ほ以†引用制決の年月日の敷字にして漢字の分は明治時代を、洋字の分は大
　正時代を表：はす。
註二、明沿三二年第一四議會提出の宗数法案は其第三條第一項に於て「本法昌於
　デ寺ト稔スPレハ寺院チ勝有シ敦法チ宣布シ法議チ修行スルテ目的トスル財團法
　人チ謂フ』叉第二項二「寺院ハ佛教ノ本尊ヂ安置シ教法テ宣布シ法議チ修行シ
　信侶ノ止宿スル建物トス」と規定し☆。此寺院の用語は不漉當であるが、兎に
　角明丈を以て寺帥ち本論に謂ふ寺院を法入として居る。昭和二年第五二議會提
　出の宗教法案は、其第六十條に於て『寺院は之を法人とす」と、更に明ザに蜆
　定して居る。
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　次に寺院が、私法上の法人であることも亦雫なき所である。
帥ち、（一）論理的に謂へぱ、寺院の目的として信奉する佛致は
吾が國の封宗教政策が政致分離主義を採用する現代に於ては、
過去の時代に於ける如き國数叉は公認敏たる地位を捨てた必然
の結果として、原則としては最早公務たる性質を含有せぬと言
つてよい。從って寺院は、昔日と異なり其目的事項中より公法
上の關係を全部矢つた。（ニナ叉法規上より観るも、民法第三
四條は祭祀及び宗激に關する事項を私法人の目的として居る結
果、寺院の私法人たることは一見にして明瞭となった。而して
寺院が、螢利法人に非すして公盆法人たることに付ては、最早
言ふを侯た臓。
第二節　寺院の代表機關
　前述の如く寺院は法人なるが故にも其行動の爲めに代表機關
を必要とする。而して寺院の代表機關は僑侶である。王朝時代
に於ては三綱、別當等が寺院の事務を掌理し、中世以降住職が
之れに當り、現代に及んで居る。精確に謂へぱ住職叉は之に代
るぺき僑侶が、寺院なる法人の代表者である。現行法に於ては
別段に此鮎に關する規定は無い。乍併住職が寺院を代表する事
は永年の慣行であり、此慣行は法的確信を以て受け容れられて
ゐる。從つて一の慣習法として之を容認すべきものである。大
審院も亦r訴訟上寺院ノ代表二付テハ佳職ハ寺院ノ財産ヲ管理
ユ0 寺院の法律上の地位及び其財産法上め行：爲
スル職ヲ有スノレモノナル方故昌從來ノ慣行上其代表者トシテ訴
ヲ爲シ、裁判上二於テモ其慣行ヲ是認シ來レノレモ法律ノ明文上
代表者二付キ何等ノ規定アルコトナシ」（三五、四、一一、民八
輯二一頁）と判示し、住職の寺院代表権を認めて居る。併し此
等の慣行の澹革的研究は、本論を複雑とし多岐に亙らしむるが
故に、暫く之を差控へることにする（註三）。
註三、明治三二年の宗教法案第一入條は「寺ニハ柱職テ置クベシ」とて前揚の慣
　行を前提とし特に償職が寺院の代表者なることを規定せざりしを以て・同法に
　封する貴族院の特別委員すこりし都築馨六氏の修正案第一三條に「寺院ニハ住職
　チ置テ寺院管理ノ責二任セシム去々」と定め☆るは適嘗の修正である。昭和二
　年の宗数法案第六五條が「寺院識ハ佐職チ置クベシ、彼職ハ寺院規定ノ定ム’レ
　所昌俵サ寺院チ管理シ及ヒ之チ代表ス」と明定しナこるは更に蛋當なる規定であ
　るo
　寺院の代表機關は佳職であると同時に、叉住職のみが寺院を
代表する椛限を有する。然し住職の外に檀家叉は信徒の総代を
以て、寺院を代表せしめ、又は少く｝も住職と共同して、寺院
を代表せしめんとする議論を爲すものがあつた。而して其論擦
は凡そ三ある。但し其何れの見解も判例の採用せざる所であ
るo
　　第一読は明治一四年内務省達乙第三三號中にr今後該肚寺
　ノ願屈等ハ渾テ連署ヲ以可差出」とあるを、根篠として檀信
　徒総代の代表権を認めんとする試みである。然し大審院の判
　示する如く「内務省力之レヲ達シタル當時即チ明治一四年頃
　昌アリテハ行政二關スル願届ハ訴訟P・其名稔ノ上昌判然1匿
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別セラレタルニ依り願届等トアル文詞中必スシモ普通ノ訴訟
行爲ヲ包含セシムペキ必要ナキノミナラズ該達ハ軍二内務省
ナルー官磨ヨリ登セラレタル鮎ヨリ考フレ・“融寺ノ槽利ヲ伸
暢スル爲メ司法裁判所二訴訟ヲ提起スル場合ノ如キハ該文中
所謂願届等ノ中二包含セザルモノト解スルヲ相當ナリトス左
レバ本訴ノ如ク輩二寺院ノ権利ヲ伸暢スルヲ以テ目的トスル
訴訟ノ代表二付テハ法律上反封ノ規定ナキ限リハ共住職ヲ以
テ之レガ代表者ト爲スハ相當ニシテ檀家叉ハ信徒ノ之二附從
スルヲ要スルモノニアラズ」（大審院三〇、七、七、民三輯七
：巻六頁）と解すべきである。（註四、
註四、同趣旨列例、二八、一〇、二九、民一輯三巻一三七頁。東京控訴院四四、
　四、こ九、『明治一四年内務省達乙第三三號二肚寺ノ願届等トア7レハ管轄行政官
　聴二封スPレ願書等チ稽ス’レモノニシテ瀧寺ノ椛利伸暢ノ爲メ司法裁判所＾訴訟
　チ提超スル訴訟行爲チ包含セサかモノト解スヘキコト該撃全盟ノ趣旨二照シテ
　明ナかチ以テ寺ノ建職力寺チ代表シテ訴チ提起ス膨ニハ檀家総代ノ承諾チ経’レ
　チ要セス」（最近判例集九巻三二頁）
第二読は、明治一〇年布告第四三號にr寺院二於テ其寺院ノ
爲メ金穀ヲ借入ノレルトキ云々必ズ氏子檀家ト協議シ総代二名以
上ノ連署ヲ要スベシ云々」とあるを観て、総代に寺院代表権あ
るが如く解せんとするものである。r寺院ノ檀信徒総代ガ明治一・
○年四三號布告二依リテ讃書二連署スル所以ノモノハ寺院ノ代
表者タル住職ノ事務執行ヲ監査スル職責アルニ由ノレ是ヲ以テ檀
信徒総代ガ寺院ヲ代表スル者ト爲スハ極メテ妄ナリ」（三八、一
ユ2 寺院の法律上の地位及び其財産法上の行爲
○、二八、民一一輯一三九五頁）、と云はねばならぬ。〈註五）
註五、同趣旨列例、二八、一二、一〇、一輯五巻四八頁、「明泊一〇年布告第四三
　號ハ特二肚寺二於テ債務チ越ス場合及共地厨建物若クハ什器チ抵當ト：爲ス場合
　ノ規定昌シテ肚寺二馬スPレ梅利ノ行使殊二瀧寺ノ訴訟二關スル代表者チ定ムル
　モノニ非ス。
　第三説は、從來総代が住職と共に、寺院を代表したる極めて
少藪の實例を捉へ來つて、総代が寺院を代表する慣行の存在を
主張するものである。然し未だ斯る事實は、之を以て慣習法な
りとなすに至らない。故に大審院も「訴訟上檀家総代ハ寺院ノ
代表権ナキモ從來寺院ノ訴訟二住職ノ外檀家総代モ出廷i辮論シ
タル例ナキニアラスト錐モ法律上檀家総代ハ寺院ヲ代表スル権
利ナキモノナレハ代表者ノ資格ニテ訴訟二参加スルモノト看倣
スヲ得ス故二本院二於テ近來寺院ノ訴訟二檀家総代ノ参加スヘ
キ理由ナキモノト裁判シタル例　カラス然レハ原院ヵ檀家総代
ハ無佳職ノ場合ト錐モ寺院ヲ代表スル資格ナキモノトスト裁判
シタルハ相當ナリ」（三三、一〇、一、民六輯六巻四頁）と判示
した。（註六、
註六、前掲四四年東京控訴院判決は後段に「位職力寺チ代表γテ訴チ提起スかニ
　ハ檀家縄代ノ承諾ヲ・経’レチ要セス從テ其同意書チ訴状二添付スルコトチ要セサ
　’レモノト謂フ〈・シ叉民法實施後曲ノ如キ手績チ爲ス・・キ慣例ナシJと列示して
　慣行の存在を明瞭に否認して居ろ。
第三節　住職の寺院代表櫻と其限界
住職が寺院の代表者たることが、既に法律の明文璽こ依つて規
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定せられたるに非すして、慣行に由つて支持容認せらるる以上、
住職の寺院代表権限を明定する法規なきは、已むを得ざること
である。從つて叉住職の代表椛の範園を、法規に依つて制限せ
らるる揚合の外、寺院の一切の事務並びに行爲に及ぷと解する
は、寺院の法人たる性質上當然のことである。
　法律が積極的に寺院住職の権限を定めざる事よりして、住職
を以て権限の定めなき代理人と解し、民法第一〇三條所定の事
項のみを爲し得る如く読く者あるも、之は法人の代表者と代理
人とを混同する謬論である。理論上法人の代表者は、特別の制
限規定なき限り、法人の全ての行爲に付て、之を代表する権限
を有すべく、而して此理は寺院の代表者たる住職に付ても、同
一でなけれ些よならぬ。
　上述の如きが故に、佳職の代表権の範園は、積極的に之を論
定せんよりは、寧ろ溝極的に制限の方面より研究するを便宜と
する。然らぱ如何なる制限が現在に於て、住職の代表櫨に就い
て課せられて居るか。先づ民法には第五三條に於てr理事ハ総
テ法人ノ事務二付法人ヲ代表ス但シ定款ノ規定叉ハ寄附行爲ノ
趣旨昌蓮反スルコトヲ得ス又肚團法人昌在リテハ総會ノ決議昌
從フコトヲ要ス」との規定がある。併し私法人に封する此原則
的規定は、既に説明し置きたる如く、寺院には其適用なきもの
である。加之寺院には定款叉は寄附行爲に相當するものなきが
故に、寺院に封しては、此規定の類推適用を許すべき余地もな
ユ径 寺院の法律上の地位及び其財産法上の行：爲
い。從つて民法第五四條のr理事ノ代表梅二加ヘタル制限ハ之
ヲ以テ善意ノ第三者二勤抗スルコトヲ得ス」との規定も亦、之
を適用するの余地はない。
　次に問題となるのは寺院所属の宗派管長が、主務大臣の許可
を得て、一宗一派の宗制寺法中に寺院の住職の代表櫨を制限す
べき規定を爲したる揚合に於て、此規定により果して住職の権
限は、當然に伸縮左右せらるるものなりや否やの問題である。
　要するに此問題は、此種の規定が、法規たるの性質を具有す
るや否やに依りて、決せらるべきものである。明治一七年太政
官布達第一九號は「寺院ノ住職ノ任苑及教師ノ等級ヲ進退スル
コトハ総テ各管長昌委任シ更二左ノ條件ヲ定ム」と規定し、管
長が宗制寺法を制定し得可きことを認めて居る。併し政敷分離
の今日に在りては、宗敏事務は國務ならざるを原則とするを以
て、假令右布達の解繹上、管長の寺院住職の任免権及致師の等
級の進退を爲す権能は、之を國家より委任せられたる行政行爲
なりと看徴し得るとするも、（此読は大審院の判例の探る所なり
と雛も學者の有力なる反封詮あり）其他の事項に關する管長の
行爲は、到底之を行政行爲なりと謂ふことは出來ない。從つて
住職の任免及敏師等級の進退の二織以外に關して、管長の爲す
宗制寺法の制定は・之を行政行爲と爲すべきではない。從つて
斯る宗制寺法が法規たる性質を有せざることに就ては、疑を挿
むの鹸地はない。伽つて事實上斯る寺院住職の櫨限を制限する
第一章寺院の法律上の地位 ■5
宗制寺法あもとするも、そは何等住職の権限を拘束する法規的
敷果なきは明白である（抽ヒ）。
註七、同趣旨列例、4、2、17、二一・輯一二六頁、「信侶ハ寺院2法定代理人タ彪
　地位チ有スルモノナレハ其代表椛ハー二法規二俵り定マかモノナサ而シデ寺院
　ハ定款叉ハ寄附行爲ニヨリ設定セラ7めレモノニアラス叉赴員総會ノ如キ機關チ
　有セサかチ以テ曾侶ノ代表構限昌磐ミノデハ之チ制限スルノ方法ナキカ敏二曾侶
　ノ代表樒限二付テハ之二加＾ラレタPレ制限アリヤ從テ叉第三者力其制限アルコ
　1・チ知レリヤ否ヤノ問題チ生スかコトナシー宗一派ノ宗規ノ如キハ法規ニアラ
　サか力故昌固ヨリ鱈侶ノ代表槽限チ左右ス’レカナジ」
　　ヌ大審院は寺院の債務員塘行爲には住職は檀家総代の同意を要すと爲す、後
　蓮の明沿一〇年布告第四三號の解繹として「故昌若シ布皆第四三號ハ檀家総代
　ノミニ適用スヘキモノトセハ檀家総代ナキ寺院ニハ其適用ナキニ至ラム而シデ
　其適用ナキ結果ハ檀家ナキ寺院ハ上皆論旨勝論ノ如ク貸借行爲チ爲スコト能ハ
　サ膨昌アラスシテ却テ其適法ノ代表者タル住職力自由昌寺院ノ爲メ貸借チ爲ス
　コトチ得＾γト論結スンレチ至當トス云々」（四〇、二、一四、民一三輯一一二頁）
　と列示して居る。
　凡そ代表なる観念は、軍に法律行爲のみに付て、成立するも
のとは限らない。併し鼓では輩に寺院の法律行爲に限定し、其
他の代表に付ては、之を他の機會に譲りたい。而して寺院を代
表して住職が法律行爲を爲す場合に、現在凡そ三個の制限をげ
墨ることカ∫出來る。
　　（一）住職が寺院を代表して債務を負旛する行爲を爲すに
　は、其寺院の檀家総代二名以上の同意を要すること。明治一
　〇年太政官布告第四三號の規定する所である。故に此場合住
　職は、檀家総代の同意を得ざる限り寺院を代表し能は鳳。
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　（二）寺院の永績財産の慮分叉は庭分を目的とする契約を爲
すには、檀家総代の同意の外に所属地方長官の許可を必要と
すること。明治六年太政官布告第二四九號、同九年敏部省達
第三號及同一二年内務省達乙第三九號の明定する所である。
故に此場合住職は斯る手績を得ざる以上、寺院を代表して行
爲し能はぬ。
　（…〉住職は自己と其代表する寺院との問の法律行爲に就て
は、寺院を代表することは出來ない。此瓢は前二者と異なり、
庫接の明文を以て規定せられては居ないが、條理上斯く解す
るを妥當とする。
　荷前掲三種の場合中、第一及び第二の場合は、實際上の重
要性に富むが故に、次章に於て之を詳論することとし、先づ
第三の揚合に付て論蓮することとしよう。
　法人と理事との問の關係は、本人と代理人との問の關係と
同一に非すと錐も、民法が法人の理事に就いて、其第四四條
にr理事其他ノ代理人」叉第五四條にr理事ノ代理権」なる
用語を採用したるよb観れぱ、少くとも法律行爲に就ては爾
者の關係を代理の法理に準ぜしめんとする法意なりしものと
解すべきである。而して寺院には民法の法人に關する規定は
直接の適用なしと錐も、此等の規定に表はれたる法人に關す
る根底的の法意を汲んで、寺院たる法人を律せんとするは、
蓋し誤ゆ無き解繹なりと信する。帥ち民法第一〇八條のr何
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人ト錐モ同一ノ法律行爲二付其相手方ノ代理人トナリ叉ハ當
事者墜方ノ代理人トナルコトヲ得ス但債務ノ履行菖付テハ此
限リニ在ラス」との規定は、法人たる寺院と住職との問の關係
をも支配するものと謂はねぱならぬ（註八）。從て此揚合も亦住
職の代表擁に封する一の制限と謂ふべきである。然らぱ此種
の場合に於ては、寺院は何人によりて如何にして代表せらる
べきか。此織に付き三詮が想像される。（一）其行爲が寺院に
利猛なる場合は佳職に代表権あり、不利盆なる場合は民法五
七條を準用して特別代表者の選任を裁判所に求むべし（註九）。
（＝）副住職あるときは副住職寺院を代表すべく、之を敏く揚
合は縄封に住職は寺院と法律行爲を爲すことを得す。（…）其
行爲が寺院に利盆なると否とを問はす、住職の代表穫を否定
し、副住職に先づ代表権を認め、副住職なきときは民法五七
條を準用すること（註一〇）。併し民法一〇八篠は本人に利盆な
ると否とによりて適用を異にすべき理はないから、第一読に
は從ひ難い。加之此揚合住職に代表権なき理由が、民法第一
〇八條に存し、第五七條の結果ではない。從つて同條の理事
と法人との利盆反する場合と云ふ制限に拘泥するの要はな
い。又第二説の如く全然寺院は行爲を爲す能はすとするは極
端にして實際生活に適せす、結局第三読の如く寺院に利盆な
ると否とを論ぜす、住職と寺院問の行爲に付ては住職に代表
梅なきこととし、而して民法五七條の精神に從ひ同條を準
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用して、特別代理人を選任すべしとの読を妥當なる解繹と信
する。但し私見を以てすれぱ、副住職に寺院代衷梅ありと解
するは正當ではない。何となれば副住職なるものは、多く大
寺亘刹に限り存するもので、其廣範なる寺務を住職一人にて
庭理し難い實際上の必要叉は住職不在の揚合等に置かるる機
關であつて、副住職は住職と濁立した地位を有せす、住職の
意に反して行動し難い事實上の立場にあるからである。元來
法律が墜方代理を禁するのは、之を認容することが不條理な
るが爲めである。而して叉住職と寺院間の行爲に付きても、
住職に代表機なしとするのが、寺院保護の趣旨に合して居る。
而して住職の意に反して行動し得臓副住職に、當然寺院の代
表穫ありとするは、實際に通ぜす又寺院保護の目的を達し得
ぬ論である。從つて副住職の有無に不拘特別代理人の選任を
裁判所に請求すべきものと解する。叉副住職に寺院の代表梅
を認めたる規定なきは勿論一般慣行も存しない。
駐八・雌場合當然民法一〇八條の適用ありとの法曹會決議（法曹記事二入巻入號
三一頁）寺院ノ住職ハ自己所有ノ不動産チ其寺院昌無償寄附ス餌行：爲二付テ寺
院チ代表スルコトチ得サルモノトス蓋シ民法第一〇八條ハ軍二利害相反セサか
　ノ敏チ以テ其適用チ排除スルチ得サ膨ノミナラス贈與契約ハ必スシモ常二利害
相反セサ解行爲ト謂フコトチ得サかチ以テ寺院代表者タ砂住職力寺院チ代表シ
　テ購與契約チ爲ス場合ト錐モ當然民法第一〇入條前段ノ適用チ受〃ヘキコト勿
論ニシテ住職ハ右契約二付キ寺院ノ法定代理人タ7レ梅利チ行使スかロトチ得サ
　｝レモノト言胃ノ、サルノ♂、カラ，スo
註九、法曹會決議（法曹記事二へ巻七號一二頁）寺院ノ住職力寺院チ相手方トシ
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．叉ハ寺院ト利盆相反ス，レ；事項二付キ法律行爲久ハ訴訟行：爲チ爲スニアタリ寺院
　チ代表スPレコトチ得飼ヤ否ヤニ付テハ、法二明丈ナツト雌モ寺院ノ法人ナかコ
　トハ疑ナキ所ナ7レチ以テ民法五七條二侠り住職ハ代表檎チ有セスト解スPレチ相
當トス而γテ此場合二寺院ノ代表者トモノテ特別代理人チ選任γ以テ常該尊項二
付キ寺院チ代表セγム＾キモノト解ス
註一〇、法曹會決議（法曹記事二九巻一一號二五頁）寺院ノ住職力寺院ト法律行
爲チ爲サントスンレニハ如何二γテ之チ爲ス＾キヤニ付寺院ノ：爲メ利盆トナPレヘ
キ所爲二付テハ佳職二於テ寺院チ代表シ不利盆トナPレヘキ行爲二付テハ副住職
アンレトキハ副佳職若シ副住職アラサかトキハー般ノ原則ニヨリ特別代理人チ選
任シテi其者チγテ寺院チ代表セシムルモノト爲ス翻乏寺院二利盆ナル所爲ナンレ
　ト否トチ問ハス信三職ハ寺院チ代表スシコトチ得ス衡テ副住職アラサ膨トキハ絶
封二法律行爲チ爲スコトチ得スト爲ス説アリ、惟フ昌寺院住職ノ任用ハ明治一
七年八月太政官布達第一九號昌ヨリ各宗派管長二封スル委任：事項トナリ居ルモ
　ノナレト寺院モ亦民法上ノ法人タ7レコトチ失ハサレハ住職ノ代表關係二付テハ
民法ノ支配チ受ケサンレヘカラス然ラハ私法上代理人ノ楼限二關ス’レ民法第一〇
入條ノ規定ハ自然住職ニモ適用アリト云ハサか可カラサかチ以テ法律行爲力寺
院ノ爲メ利盆ナ膨場合ト否トチ問ハス同條但書ノ場合チ除〃外住職ハ其代表ス
　ル寺院ト法律行爲チ爲スコトチ得ス故隅此場合副住職ノ置カレアァレトキハ副住
職二於テ寺院チ代表γテ法律行爲チ爲シ得く・キモ副住職ノ任設ナキ寺院ニアリ
　テハ民法第五七條チ準用シ住職ヨリ特別代理人ノ選任チ裁判虜呂請求シ其特別
代理人二於テ寺院チ代表スヘキ毛ノトス」（衙ほ同趣旨の法務局長同答が登記事
務取扱に關してあろ。法曹記事二七巻七號七九頁）
第四節　兼務佳職叉は佳職の事務を
　　　　掌理する者の代表僅
彙務住職叉は住職事務掌理者の寺院代表穂に付て、便宜上弦
に一言する。甲寺の佳職敏員の場合に、乙寺の住職が甲寺の住
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職を粂ぬるときは、之を甲寺より観て鮫務住職と謂ひ、之に野
し乙寺付ては正住職と呼ぶを通例とする。兼務住職は固より住
職たるに鎚る所がなく、從つて住職に付て述べたると同様の寺
院代表椛限がある（註一〇）。叉住職敏員の場合には、住職の事務
を掌理せしむるために、寺務取扱者、寺務管理者、監寺等を一
時的に宗派管長が任命することがある。管長は寺院の住職即ち
寺院の代表者にして事務執行の椛限を有する者を任命すること
を國家から委任せられて居るから、寺院に勤し斯る権限者を住
職の名に依らすして任命することは可能である。故に此等の者
が寺院を代表することも當然である。而も其寺院代表の槽限は
住職と同一であつて、法令による制限以外一切の寺院の事務に
付き、代表権を有する。佳職の事務掌理者なるが故に、一宗一
派の宗制寺法にて其権限を制限し得べき理由はない。（註鳳一）（註
一二）
註一〇、同趣旨剣決東京控訴院三三、一〇、四、（新聞五號九頁）卜無務住職ハ住職
　ト異ニシテ寺院チ裁列上代表ス’レノ櫨限ナキ旨ノ法則ナキチ以テ當院ハ寺院ノ
　i兼務住職モ同シク寺院チ代表スル構アμモノト認ム」大審院（民事列決錘一八
　輯二九四頁）「被上告寺ノ代表者トシテ本件訴訟チ爲セPレ上木即隆ハ明治四二年
　九月一四日本寺蓮心寺三五世曾都田中日萌ノ許可チ受ケ被上告寺ノ住職チ筆務
　スpレモノナ7レコト同人力第一審へ資格鐙明ノ爲メ訴状二添付シテ提跨セか認可
　書ノ謄本二徴γテ明ナ’レ勝ナレハ即隆二被上皆寺チ代表γテ訴訟チ爲スノ資格
　アPレハ疑チ容’レ！・カラス云々」
註一一、同趣旨到例三五、四、一一、（民事剣決録入輯四巻二一頁）「住職ノ欠鋏シ
　タか場合二於テ住職ノ職務チ撮理スか権限チ有スかモノアPレトキハ訴訟上昌於
　テモ伎職ト同ジク寺院チ代表スPレ資格ア館モノト認ム7レチ得可キハ當然ノ筋合
　ナリ」而して「明治一七年太政官布蓮第一九號昌依レハ各宗管長ハ所贋官撫ノ
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認可チ経テ寺院ノ柱職任免等二關ス7レ規則テ制定シ得ヘキモノニシテ本件昌於
テ被上音人ノ代表者タ，レ多田英善カ所論ノ如〃浮土宗規柱職任免及寺務規則二
基キ上皆人力往職チ罷免セラレタFレ結果本山ヨリ任命セラレタpレモノナリトセ
ハ前示布i達ノ趣旨昌則り適法二所厨官聡ノ認可チ得テ制定セラレタPレ規則昌基
キ滴式二任命セラレタPレコトハ自ラ明ナ，レノミナラス本件記録添付ノ京都教匿
敢務虜長ノ謹明書昌俵レハ清心院ノ住職鋏職中往職ノ職務チ撮理ス’レ椛限チ有
スPレモノナ’レコト疑チ容レス然ラハ多田英善力被上告寺チ代表γテ訴訟行爲チ
爲ス資格チ有スJ（民專列決録二二輯一一五七頁）
註一二、宥聡に欝する行爲に付き・住職なき場合の寺院代表者に關する山梨縣照禽
に答ヘプこる明治三三年一二月一九日宗教局同答宗甲第二四號「客月二一日附牧
甲戸第一四二二號チ以テ寺院代表昌關スPレ件二付打問合相成候虜右ハ當該宗滋
ノ宗制寺法其他本省ノ認可チ得タル規則有之場合ハ御意見ノ通住職ト同様寺テ
代表シ、若γ其権限昌付別段ノ定メアルトキハ其制限昌依彪ヘクヌ何等規定ナ
キモ從來一・定ノ慣例アリテ其慣例二從ヒ事務取扱等チ設クモノハ其慣例二俵ラ
シメ差支無之候へ共其規定若クハ慣例昌俵ルニ在ラスγテー時適宣二設ク財者
ハ御意見ノ通り寺院代表ノ資格ナキモノト殺存候、云々J但し此同答中宗制寺
法に依る代表権の制限を認めずこることの不當’なろは臨に指摘し☆る通りであ
ろ。此鮎前掲4、2、17、大審院判決民二一輯一一二六頁参照。
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　　　第一節　檀家叉は信徒総代の同意を
　　　　　　　要する行爲
　　　　　第一款　基本規定及び其立法目的
住職の寺院代者権に勤する現行法の下に於ける制限は、住職
が寺院を代表して法律行爲を爲すに當り、其寺院の檀家叉は信
徒総代の同意を必要とすることである。而して其場合は二種あ
る。一は寺院が債務を負捲する行爲であつて、他は寺院が其財産
を庭分する行爲である。但し後者は更に監督官騰の許可を必要
とすべきを以て、読明を次章に譲り、弦では只前者のみを読く。
先づ此鮎に關する基本となるべき規定を墨ぐれぱ、明治一〇年
五月一六日太政官布告第四三號r金穀借入等二關スノレ件」である。
　神吐並寺院二於テ其肚寺ノ爲メ金穀ヲ借入ルルトキ若クハ金
穀ヲ借入ルル爲メ杜寺附地所（除税地ヲ除ク外）建物什器（寳
物古文書類ヲ除クノ外）等ヲ抵當ト爲ストキハ必ズ氏子檀家ト
協議シ総代二名以上ノ連署ヲ要スベシ若シ此連署ナキトキハ総
テ該杜寺紳官僧侶ノ私債ト看倣シ縦令右ノ抵當アルモ其敷ナキ
モノト爲スペシ此旨布告候事
　此布告中本文の読明中より除くべき部分は、紳杜に關する鮎
從って氏子紳官の規定と、次章に於て読く抵當権設定に關する
部分であつて、結局弦では、r寺院二於テ其寺ノ爲メ金穀ヲ借入
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・レノレトキハ必ス檀家ト協議シ総代二名以上ノ蓮署ヲ要スヘシ若
シ此蓮署ナキトキハ絡テ該寺信侶ノ私償ト看倣ス」の織を解説
すれぱ足りる。布告を丈字通りに解するときは、一見明臼輩純
なるが如きも、後述の如く判例に依りて補充振張せられ、今日
に在りては寺院が債務を負澹する一切の行爲に、適用せられて
居る。從つて叉本布告を解するには、是非共關係判例を読かね
ぱならないことを、豫め承知して置く必要がある。
明治一〇年即ち本布告制定の當時に於ては、佛教は紳道と共に
我國の公認敏たる地位に在り、寺院は所謂三條の敏則に基いて
衆庶を敏導して、地方の風化を賛け政治に禅盆すべき職能を有
し、之に住職するものは敏導職試補以上たることを資格とした。
然らぱ國家は斯る性質の寺院を保護監督して、其磨滅に至るな
きを望むは當然の事理にして、之が手段として寺院財産の散逸
喪失を防止せんと企圖することも亦當然の理である。而して先
づ次章に蓮ぷるが如く、明治六年太政官布告第二四九號「什物類
庭分心得方ノ件」を登布して一定の寺院財産の庭分を制限し、更
に明治九年敏部省達第三號r持添の田畑山林並寄附金古文書等
塵分方ノ件」を以て是を補充し、荷も信侶等の私利私慾に因る寺
院の重要財産庭分の途を断つたのであるが、伺ほ足らすとして
明治一〇年に至り、更に本布告を登布するに至つたのである。
即ち本布告は大審院の判示する如く、r寺院ノ財産ヲ保全スル爲
メ代表者タル住職ノ私檀行爲ヲ防邊シ其利盆iヲ保護スル趣旨二
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出デタルモノ」（2、1、31、民事判決録一九輯三一頁）である。
〈註一）、
絃白、同趣旨列例、3、1032、民事剣決録二C輯七八六頁、四二、二、二二、同
　一五輯一・三九頁、三八、一〇．二八、同一一輯一三九五頁、三七、一二、二七、
　同一〇輯一七〇二頁、三七、一〇、一〇、同輯一二一三頁参照
　　　　　　　　第二款　適　用　範　園
　布告は寺院に於て其寺の爲め金穀を借入るるときは、必す檀
家と協議し総代の連署を要すと定めた。今之を文字通り解すれ
ぱ、金鏡又は穀物假令多少廣義に解しても、代替物の消費貸借の
揚合に於てのみ、檀家総代の蓮署を必要乏するやうに見える。
併し本布告制定後に於ける甦會事情の獲化と経濟観念の進歩と
は、僧侶の私檀を防遇し寺院財産の保護を期するが爲めの監督
手段泥る檀家総代の蓮署は、代替物の漕費貸借のみに之を限局
することを許さない。弦に於て布告制定の趣旨を貫徹せしむる
が爲めに、文字の末に携はるるのことなく、筍も寺院が債務を
負櫓する揚合には、住職の專行に之を委ぬることなく、常に総
代の同意を要すとの論理解繹が現はるるに至つた。而して夙く
より判例は此見解を探用して居る。帥ち「明治一〇年第四三號
布告ハ杜寺ノ財産ヲ保護センカ爲メニ曇セラレタルモノニシ
テ其目的ハ紳官僧侶二於テ吐寺ヲ代表シテ法律行爲ヲ爲ス結果
トシテ漫二杜寺ノ財産ヲ減損スノレカ如キ弊高陥ルコトヲ慮ソ之
ヲ豫防スル晶在ルコトハ其文意二徴シテ明晰タリ故昌肚寺ノ爲
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メ金穀ヲ借入ルル爲メ其附驕地等ヲ抵當ト爲シ貸借名義ニヨソ
債務ヲ負婚スルトキハ勿論其名義ノ如何ヲ問ハス筍モ肚寺ノ爲
メ債務ヲ負搬シ肚寺ノ財産二影響ヲ及ホス揚合二於テハ淋官僑
侶ノミニテ其法律行爲ヲ爲スヲ許サス必ス氏子総代檀家総代ト
協議シ其総代二名以上ノ蓮署ヲ要スルモノトス」（大審院、三七、
一〇、一〇、民事判決録一〇輯一二一三頁）と判示し、且つ
、r明治六年第二四九號布告、明治九年二月二日教部省達等二封照
シテ推究スルトキハ該布告ノ精神ハ肚寺ヵ濁り金穀ノ借入ヲ爲
ス場合二限ラス荷クモ債務負櫓ノ契約ヲ爲シ若クハ其所有財産
ヲ抵當櫨若クハ質権ノ目的トナス揚合二於テ紳官若クハ僧侶ヲ
シテ私檀行爲アラサラシメント欲スルニ在ル事極．メテ明白ナ
リ」（大審院判決三七、一二、二七、民事判決録一〇輯一七〇二
頁）と爲し、叉從つて布告の文字を解繹するに當りては「明治
一〇年第四三號布告晶金穀ノ借入トアルハ金穀ノ給付ヲ目的ト
スル債務ヲ表示セント欲シテ世間常有ノ事タル借入ノ語ヲ用ヒ
タノレ晶過キス故二該規定ハ肚寺力金鏡潰費貸借ヲ爲ス揚合昌限
リテ適用スヘキモノニ非スシテ其金穀ノ給付ヲ目的トゼス他ノ
債務ヲ負憺スヘキ場合ニモ亦均シク之ヲ適用スルヲ要ス」（大
審院、三八、一〇、二八、民事判決録一一輯一三九五頁及前掲
三七、一〇、一一〇判決）と謂ひ、筍も寺院が債務を負櫓する揚
合に於ては、假令寺院が反勤給付を受け、且つ其反謝給付が寺
院にとりて有利なる場合に於ても、叉はその債務の負櫓が悠件
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付なるときも全て本布告に準擦して、総代の同意を必要とする
ものと解して居る（註二）・又寺院が債務を負櫓するに至る径路形
式をも問はざるものにして、例へべ裁判上の和解に依りて債務
を負櫓する揚合の如きも、伺ほ総代の同意なくぱ寺院の債務と
看倣すことは出來ない（註三）。乍然鼓に謂ふ債務とは私法上の債
務を指稽すること論なきを以て、公法上の義務を生する如き寺
院の行爲を爲すには、住職は此布告に依り総代の同意を経るの
要なきは明白である。（註四）
註二、「明治一C年布告第四三號ハ紳祉ヌ．ハ寺院力云々荷モ債務員塘ノ契約チナ
ス場合二之チ適用スヘグ云々債務ノ履行チ將來多分ノ財産チ得タ膨トキ昌於テ
ス砂ト否トニ依り何等異ナヌレコトナシ而シテ甲第五號澄ハ被上告寺ノ住職力甲
第一號澄昌定メタヌレ以外ノ勢務二封シ同號謹ト同一内容ノ報酬チ與フヘキコト
チ新昌約シタFレモノ昌ジテ・即チ行政訴訟二於テ勝訴ノ上ハ金四萬圓ノ給付ヲ・爲
スヘキ債務チ員塘スPレ契約ナ1レコト原院ノ確定セ’レ所ナレハ原院力此契約昌付
キ前掲布告チ適用シタ’レハ正當ナリJ前掲四三、一〇、入、大審院民事鋼決録
一六輯六六G頁。
註三、「明治一〇年布告第四三號ノ規定ハ寺院力濁り金穀ノ借入チ爲ス場合昌限
ラヌ筒モ債務員塘ノ契約チ：爲ス場合ニハ総テ之チ適用ス＾キモノナかチ以テ原
審ノ示ス如キ裁列上ノ和解二基キ殺上告寺二於テ債務チ貢櫓スパ場合二於テモ
右規定ノ適用チ受ケ檀家総代ノ承認チ要スルモノト解ス館ヲ・相當トス然ラハ本
件裁判上ノ和解二付其當時ヌ，ハ其以後昌於テ檀家総代ノ承認チ経サリシ事實チ
確定シ該債務員塘行帰ハ寺院ノ行爲トシテハ無数ナリト列示シタかハ相當ナリ
大審院一一五、五、二入、評論一五巻諸法三〇三頁、爾東京控訴院、14、12、24、
評論一五巻民訴二一〇頁参照。
註四、r明治三〇年三月法律第二六號北海道未開墾地露分法第三條ノ規定ニヨリ
北海道未開墾地ノ無償貸付チ受ケタル者ハ其土地二於テ開墾牧畜植樹等ノ事業
チ爲スノ権利チ取得スァレト同時二叉其規定ノ事業チ爲ス＾キ義務テ國昌封シデ
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員櫓スト躁モ此義務ハ私法上ノ債務昌非サPレコ｝明白ナレハ明治一〇年布告第
四三號二班謂金穀借入ノ債務二該當セサPレコト楽モ疑チ容レス（5、5、16、大
審院民事則決録第ニニ輯九六六頁以下）。
以下理解の便に供する爲め本布告の適用例を事項別に摘示し
よう。
第一　寺有地の長斯賃貸
　被控訴人本源寺ノ住職タリシ浦慈俊力其在職中明浩四四年六月一日同寺チ代表
シテ同寺所有ノ本件土地二付控訴人トノ間二被控訴人主張ノ如キニ○年ノ期間ノ
賃貸借契約チ締結シ其登記チ経タ’レコトハ當事者間二孚ナキ所トス控訴入ハ寺院
力其所有土地チ賃貸ス7レニ付テハ檀家総、代ノ同意チ要スPレモノニ非スト主張スか
モ云々明治一〇年太政官布告第四三號ハ猫り金穀ノ借入チ：爲ス場合二限ラス肚寺
力債務員据ノ契約チ爲ストキハ之チ適用ス＾キモノト解繹セサ7レ＾カラス而シデ
本件ノ賃貸借二於ケPレカ如〃二〇年ノ期間寺院力其所有土地チ他二賃貸ス’レ契約
チ爲ストキハ長期間賃貸人チシテ共土地ノ使用及牧盆チ爲サシメサァレ＾カラサ7レ
重キ債務テ員フカ故二其契約ノ締結ニハ必スヤ総代二名以上ノ連署チ要シ其連署
ナキトキハ右布告ニョリ寺院二封シ其契約ノ数ナキモノトス（東京控訴院、5、6・
14、評論五巻諸法二四七頁）
第二委任契的
　明治一〇年第四三號布告・ハ云々（中略）紳肚寺院ノ爲メ荷モ債務員櫓ノ契約チ：爲
ス場合ニハ総代二名以上ノ連署チ要セγムか法意ナリ｝解繹ス館ヲ』相當トス左レ
ハ上告寺柱職力上皆寺院チ代表ジテ殺上音人ト上告人ノ：爲メニ本仲家屋ノ賃貸並
二家賃取立ノ委任契約チ爲ス場合ト難モ上告寺院ハ被上皆人二封シ委任契約二基
ク債務ヲ』員携スンレニ至期コト勿論ナかチ以テ：右布告二基キニ名以上ノ総代ノ連署
チ要ス即賠ノトセサかチ得ス（東京控訴院四〇、（十）八三號上告導件i新聞四七九
號六頁）
第三報酬契約
　然レハ則チ原院ハ甲第一號謹チ以テ上告人（紳肚）力被上告人二醤シテ報酬支携
ノ契約チ爲シタ’レ事實チ認定シタ7レニ拘ラス明治一〇年第四三號布皆ハ神肚昌於
テ金穀ヲ・借入7レル湯合二適用スヘキ規定二過キサ7レ旨判示ジ甲第一號謹二氏子編
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代ノ蓮署チ要セサルモノト爲シタ’レハ法律チ漉用セサ’レ不法ア’レコトチ免レス
（大審院茸七、一二ご、二七、民蔀判決録一〇輯一七〇二頁）
原皆代理人主張ノ如〃本願寺ノ佳職タル被告大谷光埜力檀信徒総代二名以上ノ
同意ナ〃シテ原告・ノ前主タル小島菊地雨辮護士トノ間二爲シタパ報酬チ約シテ訴
訟事務チ爲サシメントノ契約ハ該布告ノ結果個人タル被告力其主磯タ’レ可キモノ
ニシテ云々（大阪地方四〇年新聞五八○號一四頁）
第四請負契約
本件二於テ原判決ハ大塔建築工嘉ハ上告寺ノ住職箸藏善龍力檀徒総代ト共二上
告寺ノ爲メニ登超シ檀徒総代三名ノ同意チ得テ工事二關スPレ各般ノ事務チ暴ケテ
高木正明二一任ジ正明ハ其委任二基キ被上告人等ト請員契約チ締結シ該契約二付
テモ右檀徒綿代ノ同意アリタ7レコトチ列示セルチ以テ前掲法則（布告）チ適用セサ
期モノ昌アラス（大審院四二、二、ニニ、民事判決録一五輯一三九頁）。
布皆ハ云々軍満寺院力金穀チ借入曲レ場合ノミナラス寺院チシテ債務チ員槽セ
シム＾キ請員契約チ締結ス｝レ場合二於テモ該寺院檀家綿代二名以上ノ同意叉ハ承
諾チ要ス（車京：地方、7、4、13、i新聞一四〇二號一九頁）此事：件の争となり五る
請員契約の内容は墓地移靱改葬工事である。
第五違約金契約
甲寺ノ注職甲ハ其寺院チ代表シ同寺院ノ檀家総代全員ノ同意チ得タル上檀徒総
代乙ノ蓮署ア彪契約書チ以テ丙二甲寺所宥ノ土地並箸家屋チ費却シ丙ヨリ甲寺院
二野1ンテ手附金トシチ金千王百圓也テ交付シ且右契約昌蓮背セタかトキハ違約者
ヨリ相手方二於テ右金額二封スか銀行利息二相當スル損害金チ支沸フ＾キ恨トチ
約yタか｝キハ云々甲寺ハ右契約二付其責チ免カレサ7レモノトス　（束京地方、
12、3、2、評論二巻一〇號民法三五一・頁）。
第六株式の申込
　株式ノ申込チ爲シタか者ハ其引受グ＾キ株式ノ敷二慮シテ沸込チ爲ス義務テ員
権スか力故二f曾侶力寺院ノ爲メ其檀家糸慰代二名以上ノi連署チ経スシテ株式ノ申込
チ爲スモ該申込ハ寺院二封γテ何等ノ敷カチ生スルモノニアラスJ（束京地方四
二、（ソ）一三六三號新聞六四〇號一二頁）。
未沸込株式を譲受くる場合も亦布告第四三號の適用を受く。
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「未彿込株式チ譲受ケタ’レ寺院ハ會肚二罫シ未彿込株金彿込チナスヘキ義務チ員
フニ至’レチ以テ共行爲ハ寺院亀執リテハ脚面債務員櫓ノ行爲トナ，レヘグ從テ共取
得ニハ寺院住職ハ檀家ト協議シ其総代二名以上ノ連署チ得タPレ譲寳アルニアラサ
レハ譲受ケ寺院二封ジテハ全然無数ナリ、假令株式昌相當ノ時撰アリト錐モ彿込
ノ義務ハ株式ノ内容ニシテ未佛込株式ノ取得ハ當然擁込ノ義務チ随件ス’レ故債務
負櫓ノ場合二非スト云フコトチ得ス、』（束京地方、2、2、4、新聞八五三號二一頁）
「先ツ被告寺力原告會杜ノ株式チ滴法昌取得シタ」レヤ否ヤノ被告抗辮ノ鮎二付キ
案ス’レ昌眞正二成立シタンレト認ム＾キ甲第一號謹ノ各謹ニヨPレモ軍昌原告會赴ノ
株式チ被告寺ノ代表者トシテ豊永自夏二於テ譲受ケタPレ事實チ認メ得アレニ止マリ
右譲受ノ際檀徒信徒総代二名以上ノ協議ヲ・経且ジ其連署チ受ケタリトノ事實チ認
ムルコトチ得ス云々明治一〇年布告第四三號ノ虜謂借入レトアPレハ雁寺二於テ債
務チ員塘ス・・キ～切ノ場合チ包含スPレモノト解スヘキノナァレカ故二本件二於テ毛
株式譲受ノ行爲ハ前示ノ理由ニヨリ被告寺二磐シテ其敷カチ庄セサルモノ1・ス」
（東京地方四五、二、ニニ、新聞七入七號二一頁）
『寺院ノ代表者力其檀家総代二名以上ノ連署チ経スシテ株式全額ノ挽込チ絡ラサ
か株式チ議受ケ同名義ノ書替ノ手績チナス毛該行爲ハ寺院二封シ何等ノ敷カチ生
セス（東京地方四二、（ヲ）一三1六四事件新聞六六一號一六號）
『未彿株式ノ譲渡ハ譲受入チシテ株主権チ取得セシムPレ株主トシテ會祉二封シ未
彿株金ノ沸込チ：爲λ＾キ義務チ員フニ』至ラシムかモノナルカ敬二久遠寺力右ノ如
〃被告寺ノ寄附ニヨリ係孚ノ株式チ取得スか｝キハ其行爲ハ同寺二執リテハー面
債務員澹ノ行爲トナ’レ＾〃從テ其取得二付テハ明治一〇年太政官布告四三號二依
り同寺住職二於テ檀家ト協議シ其総代二名以上ノ蓮署チ得タツ事實ア勘二非サレ
ハ同寺轟封シテ譲受ノ数カチ生ス，レロトナキモノタリ然か二當時布告所定ノ手綾
テ経サリシコトハ當事者間昌孚ナキ勝ナァレチ以テ被告等ト久遽寺トノ問ノ譲渡ハ
布’告トニ依り同寺二i封シ‘テハ全鵜敷ナリシ’モノト謂ハサ2レ＾カラ，ス被・告ハ株式ハ
相當ノ時債ヲ』有スPレチ以テ寺院力之チ譲受グ疸モ軍純ナ7レ債務ノ頁櫓昌非サレハ
右布音ノ適用ナシト謂フト錐毛沸込ノ義務ハ株式ノ内容チナシ未沸稼式ノ取得ハ
當然沸込ノ義務チ随俘スかモノナレハ縦令株式ハ相當ノ時慣チ有スPレト毛其取得
ハ之チ動産不動産ノ取得ト局一親シ債務員塘ノ場合昌非スト爲スコトヲ・得ス布管
ハ住職ノ專噺二封シ寺院ノ利盆チ保護セントス膨同布・告ノ趣意昌稽ワレハ寺院力
債務チ員櫓スPレー切ノ場合二適用アリト解ス’レチ相當トスルニヨリ株式取得ノ場
合嵩モ當然之力適用ア’レモノト爲ササンレヘカラλ若シモ株式力輩二時債チ有ス’レ
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ノ故テ以テ典取得ハ寺院二不利盒ナラストシ以テ布告♪適用ナキモノナリト解セ
ンカ荷モ寺ノ爲メ経濟＿ヒ利盆チ與フ，レ以上ハ債務員櫓ノ結果チ生スンレト否トニ拘
ラス布皆ノ適用ナキコトナリ例之金鍍貸借ノ場合ニモ適用ナシトスPレカ如キ奇怪
ナ1レ結’果チ’生シ’布皆ノ精示申二、反スヘシ’」
第二飾　檀家との協議
　布告は寺院が債務を負捲する揚合にはr必ス檀家ト協議シ総
代二名以上ノ連署ヲ要ス」と規定せるを以て観れぱ、寺債たる
が爲めには総代の蓮署の外に檀家との協議が、その要件を爲す
如くにも考へられる。併し
（一）布告制定の目的より謂ふも既に寺債行爲に封し、檀家中よ
り衆望のある者として、選出されたる檀i家総代（明治一四年丙
務省達乙第三三號参照）二人以上迄が同意を爲すに於ては住職
等寺院を代表する僧侶の私檀行爲は、之を防邉し得るものと観
て可なるべく、又寺院擁護の布告の趣旨を達する上に敏くる所
もない。（ニ）、事實上より考ふるも、多歎の檀家との協議を爲
すことは到底煩に耐へざると共に、総代を置く趣旨を没却し而
も格別の敷果をも想像し難い。（三）、又寺院の性質より推すも
其機關にして法人の監事に相當する檀家総代が、寺院の財政に
滲與し監査するは営然なるも、如斯地位に立たざる普通の檀家
との協議を、法人たる寺院の行爲の要件と爲すは不條理である。
（四〉、文理上より観るも「必ズ」とは「総代二名以上ノ蓮署ヲ
要ス」に掛帆r協議」と結び付くべき語に非すと解するが妥
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當である。
　要之檀家との協議は、寺院が債務負櫓行爲を爲す要件に非す
と解するを正當とする。即ち布告は其制定當時の肚會状態及寺
院の地位よりして、其静的安全を保護する必要上、檀家総代の
同意なき債務は寺債ならすとし、取引の安全を犠牲にしたりと
は雛も、多藪の檀家との協議を寺債の要件となすは、取引の安
全を必要以上に害するのみならす、寺院保護の上に何等の敷も
ない。以是判例はr協議」の有無に依りて寺債たると否とを決
し、依つて取引の安全を害するの不條理を避くる爲めに、二個
の異なる解繹を案出し、一は債梅者の善意悪意を以て匠別を設
けんとしr明治一〇年第四三號布告ハ肚寺力金穀ヲ借入ルルニ
ハ必ス氏子檀家協議ヲ爲スヘキコトヲ規定シタルモ是軍二肚寺
ト氏子檀家トノ内部關係ヲ規定シタルモノニ止マレハ寺院ノ代
表者タル住職力其寺院ヲ代表シテ檀家総代ノ連署ヲ以テ善意ノ
第三者ヨリ金穀ヲ借入レタルトキハ假令寺院ト檀家トノ問二協
議ナヵリシトスルモ之力爲メニ該貸借契約ヲ無数ナラシメ以テ
善意ノ相手方ヲ害．スルコトヲ得ヘキモノニ非ス」（三五、四、二
五、民事判決録四巻一〇〇頁）と判示し、之に微ふ下級戴判所
の判決もある幟二）・而して此解繹に從へぱ住職其他の僑侶が檀
家と協議せざりし事實を知る悪意の債権者のみ、寺債たること
を主張し得ざる結果となるが故に、一慮取引の安全に封する不
安は除却し得たるが如きも、併し事實上善意悪意の立謹に當り
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て、極めて困難なる問題を生すると共に、前掲の如く寺院保護
上敷果薄弱なる檀家との協議を要件と解するは法意を超へ、且
つ無用の制限を住職の寺院代表権に加ふるとめ非難は避けるこ
とは出來ない。大審院は更に第二の考案を爲し、r協議」とは檀
家総代の蓮署を得る前提として、総代との問に事理上當然の順
序としての「協議」なりと解した。即ち「布告ハ肚寺ノ利盆ヲ
保護スル目的ヲ以テ紳官僑侶力専断昌テ肚寺ノ爲メ滑費貸借又
ハ抵當ノ差入ヲ爲スヲ禁シタルモノ昌シテ此目的ヲ達スルニ付
テハ多藪ノ氏子檀家トー々協議シ其同意ヲ得ルカ如キハ煩昌耐
ヘス且別段ノ数用ヲモ有セサルヲ以テ同布告晶氏子檀家ト協議
シ絡代二名以上ノ連署ヲ要スヘシトアルハ氏子総代叉ハ檀家総
代ト協議シ其二名以上ノ同意ヲ得レハ足ルノ精神ナリト解セサ
ルヘカラス」（4、2、17、民事判決録二一輯一ご七頁）。此読に
依れぱr協議」は総代の連署中に吸牧せられて敷なき丈字に蹄
し、文理的考察どしては多少の不自然ありと雌も、論理的解繹に
より現代に活用を績け得る明治一〇年の布告の解繹としては、
元來不用の文字を不用と看倣したる迄にして、寧ろ要當の見解
と謂ふべきである（甑）。
粧二、同趣冒剣決、東京地：方、3、3、7、評論三巻諸法七六頁「本布告昌所謂住職
　二於テ檀家ト協議ス＾キ規定ハ寺院ト檀家トノ内部ノ關係チ規定シタ～レ昌過キ
　サ即毛ノナ夢レカ故二寺院ノ代表者タか住職力其寺院チ代表γ総代ノ蓮署チ以テ
　第三者ヨリ金員チ借入か館場合二於テハ特二其第三者チ右内蔀ノ事情チ知悉セ
　パ場合チ除キ右布告後段ノ適用チ見ツんキ毛ノニアラス郎チ寺ハ檀家『トノ協議
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チ経サリシコトチ理由トシテ契約上ノ義務ナシト云フチ得ス』。
註六、同趣旨列決、束京控訴院（6、7、4、詳論六管民訴三四八頁）「寺院ノ債務
資櫓契約ハ明治一〇年太政官布告第四三號二佐リ法定代理人タル住職二於テ檀
家ノ協議チ経且檀家総代二名以上ノ連署チ以テ締結スンレ昌非サレハ其数カナシ
然ノレニ本件ハ位職ハ檀家ノ協議チ纏テ之テ締結シタァレ毛ノニアラス叉檀家線代
二名以上ノ蓮署ナキチ以テ其敷ナキモノナリト（中略）抗辮ス，レモ右布告昌氏子
檀家ト協議シ総代二名以上ノ連署チ要ス＾γトアルハ氏子総代叉ハ檀家総代ト
協議ノ上其二名以上ノ同意チ得’レコトチ要スJの意なりと。
第三節　檀家総代の連署
　布告は寺院が債務を負携する場合には、r檀家ト協議シ総代二
名以上ノ連署ヲ要スヘシ」と定め、恰も総代の蓮署なる形式の
存在が、寺債契約の要件の如く解され得る。併し
（一）、布告制定の目的は、往職其他の僧侶の私撹行爲を防邊す
　る爲め、寺債契約に檀家総代を監査的意味にて滲與せしむる
　に在る。而して此目的は総代の承諾を得せしむるに依て達成
　し得る。
（二〉、元來金穀借入の如き滑費貸借は、其性質要式行爲に非ざ
　れぱ、濁り寺院の場合に限り借用謹書作成を以て、必要とす
　べき特殊の事情又は理由もないσ既に蓮署さるべき謹書の存
　在が要件とならざる以上、連署は謹書に総代が署名を蓮ぬる
　を意味すと解する余地はない。
（…）、要するに、浩費貸借には通常謹書を作成するよりして、
　寺院に在りては檀家総代が同意なる旨の表示方法として、讃
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　書に蓮署するを普通とすべきに依り、斯る常有の例を豫想し
　て、蓮署の文字を使用せるに止まるものと観るべきである。
　然らぱ総代の蓮署の本質は、住職其他の僧侶が寺院を代表し
て爲す債務負搬行爲に封する同意の意味なりと解すべく、寺院
の債務負搬行爲に付き、一定の方式を必要とする趣旨ではな
い。此織に付き大審院も、r明治一〇年太政官布告第四三號二於
テ云々氏子檀家総代ノ蓮署ヲ必要トシタル所以ハ肚寺ノ財産ヲ
保全スル爲メ其代表者タル神官僧侶ノ私檀行爲ヲ防邊シ其利盆
ヲ保護スル趣旨昌出テタノレモノナレハ所謂総代ノ蓮署トハ紳官
僑侶力肚寺ノ爲メ債務ヲ負罐スル行爲二付テノ同意ト解ス」（3、
10、22、民事判決録二〇輯七八六頁）（註六）と判示して居る。
註六、同趣旨、大審院4、2、17、民事列決鐡二一輯一・二七頁、及四二、二、二二、
　同一五輯一三九頁。
　　　　　　　　第一款　蓮署の性質
　檀家総代の連署即ち同意が、住職が寺院のためにする債務負
循行爲の必要要件たることは、前述したる通りである。併し檀
家総代の蓮署は、之に因りて其檀家総代に寺院代表権を與へ叉
は総代を以て住職と共同代表者たらしむるものではない（註七）・
叉総代をして寺院の債務に封して責に任ぜしむる一例へぱ保
鐙の如き一ものでもない（註八）。檀家総代の同意は、輩に住職
の住職の代表櫨行使の要件、換言すれば住職の代表灌の制限に
勤する補充である（駐八）（註九）。從つて檀家総代が住職に封して
第二章　寺院の債務員槽行爲 35
爲すべき意思表示であつて、一の法律行爲であり、且つ相手方
ある輩濁行爲である。而してこれが類例を他に求むれぱ、未成
年者の法律行爲に饗する、法定代理人の同意を墨げ得る。故に
檀家総代の同意が適法なりや叉は完全なりやは、全て意思表示
及び法律行爲に關する民法の規定に依りて判断すべきものであ
る。又此同意は住職の不足したる権限の補充を目的とする意思
表示なれぱ、之を受くべき相手方は住職其人である。未成年者
の法律行爲に就ては、法定代理人の同意は行爲の相手方に與ふ
るも可なりとする論あるも、檀家総代の同意は布告のr檀家ト
協議シ」とあるに鑑み、住職に封してなさるべき意思表示と解
すべきである（註九）。
註七、大審院三八、一〇、二入、民事剣決録一一輯一。三九五前章出。
註八、同趣旨、束京控訴院、2、4、5、（評論二巻諸法一・五頁）「故二檀家綿、代二名以
　上ノ署名二俵”！同意ハ鱈侶昌於テ之チ得テ以テ自己ノ権限ノ不足チ補充シ完全
　ナンレ権限ア膨昌至ラジムシモノニγテ曾侶二封ス館意思表示ナリト謂フ可ク控
　訴代理入主張ノ如グ債権者昌封スPレ住職ト共同γテ寺院ノ爲メ昌金員チ借受グ
　＾キ旨ノ意思表示呂在ラスJ
註允・同趣旨鋼決、大審院3、10、22、前掲の一部、「所謂総代ノ蓮署トハ瀞官信
　侶力祉寺ノ爲メ債務チ貢櫓スル行爲二付テノ同意ト解ス＾〃而シテ編代ノ同意
　ハ肚寺ノ代表者タか瀞官鱈侶ノ権限ノ不足チ補充専！完全ナ彪櫨限アルニ至ラジ
　ムンレモノニシテ紳官鱈侶昌封スか意思表示二外ナラス債櫨者二罫スンレ意思表示
　二非サ膨ナリ」⊃
第二款　蓮署の時期
　檀家総代の爲す寺院の債務負澹行爲の要件たる同意は、行爲
前に存するが普通である。併し事後に至りて庄職其他の僧侶が
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寺院の爲めに爲したる債務負櫓行爲を追認するによりて、之を
寺債と爲し得る。布告の趣旨は要するに住職等の私檀防遇と寺
院の利盆保護を目的とするに在るを以て、事後に於ける総代の
同意と錐も此目的を達する上には、事前の同意と内容的に少し
も差なく、而も相手方たる債椹者も斯る同意あれぱ、寺債とし
て槽利を主張し得べく、追認なき問は住職の私債として保護を
受くるを以て、何等不利盆を蒙る惧なきが故に、判例は蓮署の
時期を事前に限定すべきに非すとした。帥ちr同意ハ肚寺ノ代
表者タル紳官信侶力肚寺ノ爲メ債務負櫓ノ行爲ヲ爲スノ當時二
存スルコトヲ要スヘキコトハ該布告ノ明文上之ヲ看ルヘキナク
却テ該布告ハ肚寺ノ財産保護ヲ目的トスル趣旨二出テタノレ毛ノ
ナルコトヨリ推究スルトキハ総代ノ同意ハ肚寺ノ代表者ノ行爲
ノ後二存スルモ布告ノ精榊ユ反スルモノト云フコトヲ得ス如何
トナレハ代表者力債務負捲ノ行爲ヲ爲シタル後二於テ総代力之
ヲ不適當ナリトスレハ同意ヲ與ヘサルヘク適當ナリトスレハ同
意ヲ輿フヘク以テ枇寺ノ財産保護ノ目的ヲ達スルコトヲ得ヘケ
レハナリ或ハ該布告末段二於テ総代ノ蓮署ナキトキハ榊官僧侶
ノ私債ト看倣スヘキコトノ規定ヨリスレハ代表者ノ行爲當時二
於テ総代ノ同意ナカリシトキハ其債務ハ瀞官僧侶ノ私債ト確定
シ後日総代ノ同意アノレ壬愛シテ肚寺ノ債務ト爲ルヘキニ非サル
カ如シト錐該規定ハ総代ノ同意ナキ爲メ肚寺ノ債務トシテ敷力
ヲ生セサル揚合二限リ債権者保護ノ爲メ神官僑侶ノ：私債トシテ
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数力ヲ生セシムル趣旨ト解スヘキモノ晶シテ該規定ノ爲メ昌代
表者ノ行爲以後昌於ケル総代ノ同意ヲ許ササルモノト爲スヲ得
ス要スルニ該布告ノ趣旨ハ肚寺ノ代表者タル紳官僧侶力此氏子
檀家総代ノ同意ヲ得スシテ肚寺ノ爲メ債務負婚ノ行爲ヲ爲シ後
日昌至ルモ総代ノ同意ナキトキハ1吐寺ノ債務トシテ敷力ヲ生ス
ルコトナク行爲者タノレ神官信侶ノ私債トナルモ同意ノ有無確定
セサル間ハ債権者ハ神官僧侶ノ私債トシテ債権ヲ主張スルコト
ヲ得ルニ止リ肚寺ノ債務ト爲ルヤ否カハ浮動ノ状態晶在ル莞ノ
ト云ンヘク之二反シテ代表者タル紳官僑侶ノ行爲當時二総代ノ
同意アルカ若クハ行爲當時昌同意ナキモ後日昌至り同意アルト
キハ杜寺ノ債務タル敷力ヲ生スル毛ノト解スヘキナジ本件二付
原審二於ケル上告人ノ主張事實ハ被上告寺ノ住職越漢宗實ハー
面被上告寺ヲ代表シー面檀家総代鈴木勝太郎繭島信三郎ヲ代理
シ貸借公正謹書ヲ作成シタルモ其後明治四三年六月下旬被上告
寺ノ老信越漢宗逸ハ右檀家総代二名ノ代理委任駅ハ住職越漢宗
實ノ偽造作成二係ル旨ヲ申出テ被上告寺所有ノ土地ヲ買受ケナ
ハ右二名二於テ宗實ノ代理行爲ヲ追認シ本件契約ヲ有敷ナラシ
ムヘキ旨ノ談合アリタノレヲ以テ上告人ハ被上告寺所有ノ土地ヲ
七千圓ニテ買受クヘキコトヲ承諾シ信三郎勝太郎ハ宗實ノ代理
行爲ヲ追認シタリト云フ昌在ノレコト原判決事實晶徴シ明カナレ
ハ該主張ハ被上告寺ノ住職越漢宗實ノ爲シタル係雫貸借ハ檀家
総代タル鈴木勝太郎編島信三郎昌於テ後日昌至り同意ヲ與ヘタ
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ノレコト及越漢宗實力無椛代理人トシテ爲シタル遠署行爲ヲ勝太
郎信三郎昌於テ追認シタリトノニ箇ノ事實ヲ包含セノyモノト云
ハサノyヘカラス然ラハ原裁判所ハ越漢宗實ノ本件貸借行爲晶檀
家総代タル鈴木勝大郎繭島信三郎二於テ同意ヲ與ヘタノレ事實ア
リヤ否ヤヲ審理シ本訴ノ當否ヲ判断スヘキニ事鼓二出テス軍二
檀家総代ノ蓮署行爲ハ佳職タル信侶ノ行爲昌封スル同意ナリ同
意行爲昌代理ナシ故昌越漢宗實力檀家総代ヲ代理シタリト穏シ
テ爲シタノレ連署行爲二無機代理ノ規定ヲ適用シ檀家総代昌於テ
追認ヲ爲スニヨリテ之ヲ有敷ナラシムルコトヲ得サルモノトシ
本件貸借ハ被上告寺昌封シ敷力ヲ生セストノ理由二基キ上告人
ノ請求ヲ排斥シタノレハ理由不満ノ不法アルモノ昌シテ原判決ハ
破殿ヲ免カレサルモノトス」（3、10、22、民事判決録二〇輯七
八六頁（註一〇）。
註一〇、同意は事前に存すべしとの列決、東京控訴院5（詳論一巻民訴一四八八）
　控訴代理入ハヌ朋治四三年七月一〇日檀家総代福島、鈴木ハ越漢宗賛ノ代理行
　爲ヲ・追認ヅタ館故昌本件執行ハ疋當ナリト云フモ公正謹書ノ執行カハ適法二成
　立も／タ」レ謹書云法規上付與セラル館モノニシテ前記認定ノ如キ本件公正謹書ハ
　適法昌成立セス執行カナキモノナか以上後日追認セラレタリ1・テ之ニョリ其成
　立チ適法ナリミ！モノトシ之二執行カチ生スヘキモノト：爲スチ得ス
　同設、2、4・5、（評論二巻諸法一五頁）「同布告ハ前示ノ如〃寺院ノ保護チ目的
　トシデ制定セラレタかモノナレパ借入行爲當時二於テ檀家総代ノ蓮署ナキトキ
　ハ絶封昌之チ爲ジタパ信侶ノ私債ト確定スシ趣旨ト解スかチ相當トス可〃蓮署
　二代理ヲ・許シ若シ其代理櫨ナキ後昌檀家総代ノ追認チ爲スニ至かマテ信侶ノ爲
　ミソタか行：爲ノ数カチ浮動的ナラシム財モノトスルハ寺院保護ノ目的ヨリ観かモ
　正當ノ解繹ニアラス
　　　　　　　第三款　連署を爲す者
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　布告にはr必ス檀家ト協議シ総代二名以上ノ蓮署ヲ要スヘシ」
とあるを以て、檀家総代ある寺院に於て債務負櫓の契約を爲す
揚合には、必す檀家総代が之に同意即ち蓮署すべきことは、明
丈上疑なき所である。然らぱ事實上檀家なく、從つて檀家総代
なき寺院に付ては如何。此種の揚合に付き何等特別の規定なき
が故に、如斯寺院は債務負塘の契約を締結する能はすと解する
の余地がある。曾つて大審院も此説を採用し「抑モ寺院力金穀
ヲ借入レ若クハ之ヲ借入ノレル爲メ吐寺附ノ地所建物什器等ヲ擢
保二供セントスルニ當り氏子叉ハ檀家ナトキハ其総代タルヘキ
者モ存在セサレハ右金穀借入等ノ爲メ協議ヲ爲シ謹書二蓮署ヲ
爲ス可キ機關ナク從ツテ此ノ如キ肚寺二於テハ以上ノ如キ法律
行爲ヲ有敷二爲ス能ハス」（三七、二、二四、民事判決録一〇輯
二〇七頁）と判示した（註一一）。
駐一一、同趣旨列決、大審院（三一、二、二五、民事判決録四輯二巻五四亘）『該
　布告ノ主意ハ社寺ノ地所チ紙當ト爲スニ付テハ其氏子叉ハ檀家総代二名以上ノ
　i連署チ：爲サシムルチ以テ其取引ノ要：’件1・：爲iンタ膨モノナレハ荷〃モ此要1・件チ敏
　〃コトアランニハ其理由ノ如何チ問ハス之チ無数ト爲ス昌アルコト換言スレハ
　氏子檀家ナキ杜寺昌封シテハ到底其肚寺附ノ地所チ抵當昌差入ルルカ如キ露分
　行爲チ：爲スノ鯨地ヲ與く・サリシコト其法丈上自ラ明ナリ」。
　乍然其後大審院は前判例を翻へしr按スル昌檀家ト信徒トハ
其性質二異ナル所アルハ勿論ナリト錐モ寺院ノ財産ハ檀家信徒
等ノ寄附晶係ルモノ多キコトハ孚7ヘカラサル事例ナルカ故昌
此等ノ財産ヲ保全スル鮎二於テハ檀家若クハ信徒ノ共寺院昌封
スル關係彼是差アルヘキ理由ナシ而シテ明治一〇年第四三號布
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告ハ寺院ノ貸借ニハ檀家総代二名以上ノ遠署ヲ要スル旨規定セ
シヲ以テ檀家ト信徒ト其性質ヲ異ニスノレカ故昌信徒総代ノ連署
ハ以テ同布皆ノ要件ヲ満タスコト能ハサノレカ如ク解繹シ得ヘク
現昌本院昌於テハ明治三六年（裁）第六一七號事件晶勤シ同三七
年二月二四日言渡シタノレ判決中右ノ解繹ヲ採用シタリ然レトモ
輩二其字句昌拘泥シタル見解ト云ハサルヘカラス抑モ寺院ハ其
實質二於テハーノ法人タルコト疑ヒナキヲ以テ適法ノ代表機關
ヲ以テスレハ特晶法會ノ禁止セツフレ限リハ通常法人ノ爲シ得ヘ
キ法律行爲ハ之ヲ爲スヘキ能力アヲト云ハサルヘカラス故二若
シ布告第四三號ハ檀家総代ノミニ適用スヘキモノトセハ檀家ナ
キ寺院ニハ其適用ナキニ至ラン而シテ其適用ナキ結果ハ檀家ナ
キ寺院ハ上告論旨所論ノ如ク貸借行爲ヲ爲スコト能ハサルニア
ラスシテ却テ其適法代表者タノシ住職力自由二寺院ノ爲メ貸借ヲ
爲スコトヲ得ヘシト論結スルヲ至當トスヘシ元來同布告ノ趣旨
ハ寺院ノ財産ヲ保全スル爲メ住職ノ私檀行爲ヲ防遇シ其利盆ヲ
保護スルノ目的昌出テタルモノナノレコト明カナルヲ以テ此趣旨
二於テ信徒ノミヲ有スル寺院力其保護ヲ享有セザルノ理由萬之
レアルヘカラス即チ本院ハ布告ノ字句二拘泥スルコトヲ爲サス
如上ノ趣旨ヲ基本トシ明治三八年（裁）第四〇八號事件二付キ同
年一〇月二八日言渡シタル判決（註一二）二於テ寺院ノ檀信徒総
代ガ明治一〇年布告第四三號昌依リテ謹書二連署ス〃ハ寺院ノ
代表者タル住職ノ事務執行ヲ監査スヘキ職責アル昌由ル旨ヲ判
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示シ事件ノ關係上直接昌前示布告二基ク貸借謹書二信徒総代ノ
連署ヲ以テ寺院ノ貸借トシテ有数ナリト判断ヲ爲サスト雛モ既
二本件上告寺ノ如ク信徒ノミヲ有スル寺院ノ貸借二關シ信徒総
代力連署シタル場合ヲ有敷覗シ進ンテ其職責ヲ判定シタル以上
ハ前示三七年ノ判決二檀家総代ノ連署アルニアラサレハ寺債ト
シテ有敷ナラストノ趣旨ト全ク相容レサルコト明カナレハ其判
決ハ既二判例トシテ認ムルコト能ハサルハ勿論以上読明セシ主
旨二基ク前示三八年ノ判決二基ク判例ハ之レヲ憂更スヘキ理由
ヲ認メサルナリ右布告第四三號ノ解繹昌付キ本院ノ判例トスル
所斯ノ如シ」（四〇、二、一四、民事判決録一三輯一一二頁）と
剰示するに至つた（註“一三）。而して大審院が檀家総代無き場合に
は、信徒総代の同意を以て寺債契約の要件を充すに足ると爲し
たる根擦は
（一）寺院財産に封する寄與貢献の織に於て檀家と信徒との問に
差別なく、然らぱ財産的行爲に勤する監査的参典に彼是差等を
措くべき理なく、（ニ）法人たる寺院の性質より観て信徒総代
の同意を必要とすることは、住職の一存にぬするよめも住職の
私檀防遇及寺院の利盆保護の目的に一暦副ふ所以である、との
二鮎に存する。（…）加之、信徒が檀家と共に、寺院の組織的存
在に必要なる人的要素なることは、明治一一年内務省達乙第五
七號吐寺取扱概則第一條にr寺ノ創設ハ云々住職檀徒若クハ信
徒ト連署」して出願云々とあるに徴し明かにして、檀家と信徒
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との問に別段の差別はない。叉総代に就ても明治一四年内務省
達乙第三廿號はr各管内吐寺総代人之儀氏子櫨家中（氏子檀家
なきものは信徒）相慮ノ財産ヲ有セシ衆望ノ蹄スルモノ三名以
上相選ミ戸長役揚へ届出サセ云々」と定め、叉之と同様に大正
七年宮内省令第一〇號第六條、大正四年農商務省令第一三號第
七條、明治三年農商務省令第二五號第六三條等は、何れも信徒
総代を以て槽家総代に代ふるものと倣す規定を置いて居る。大
審院の判例が最後のご種の成法上の根擦に、言及せざりしは聯
か研究不足の憾がある。
註一二、右大審院判決中に引用せられブこる明治三八年の鋼決（前章既出）の一部
　「寺院ノ檀信徒総代力云々謹書二蓮署ス’レ所以ノモノハ寺院ノ代表者タンレ住職
　ノ事務執行チ監査ス’レ職責アノレニ由’レ云々本訴二於テ上皆人力當初報酬契約チ
　締結yタか時信徒総代ノ承諾アリタ砂事實チ主張γタァレ形跡ハーモ訴訟記録二
　存セサ膨ノミナラス本論旨ハ畢寛寺院ノ代表櫨ト事務執行ノ監査櫨トチ混親シ
　タか非難ナレハ亦上告ノ理トナラスJ（民事鋼決録一一輯一三九五頁）。
（註一三）、同趣旨、大審院、2、1、31、民事列決録一九輯二七頁。
　然らぱ檀家総代も、叉信徒総代も無き寺院に在りては、如何に
して債務負罐の行爲を適法に爲すことを得るや。若し檀信徒は
あるも、i其総代なしと云ふ一時的事情に由來する揚合に於ては、
其都度総代を選出して、然る後債務負擦行爲を爲せぱ足るもの
と解すべきである。併し檀信徒全く無きが爲めに総代を有せざ
る揚合は、私見を以てせぱ元來斯る寺院は法人として肚會的組
織膿を構成するに必要なる人的要素を敏如する結果、已に寺院
の法人格を喪失したりと云ふべく、從つて法律行爲能力を認む
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る能はすと謂はざるを得ない。併し寺院の明細帳捌除なる行政
上の塵分ある迄は、形式的に寺院の人格を認めむべきものと解
するときは、結局其債務負櫓行爲は住職一個にて寺院を代表し
て爲し得るものと解する外はない。或は檀信徒総代敏如の揚合
於ては、之に代りて法類の同意を以て足るとの読を爲す者もな
いではない。併し法類は元來寺住職と信侶としての法脈上の關
係あるものに過ぎすして、其寺院の機關ではなく、叉其構成要
素でもない。從つて檀信徒総代と同日に談すべき性質のもでは
ない。明治一七年内前省達乙第三七號の如く、特に寺院の行政
官磨に封する諸願に法類の連署を要すと定めたる如き規定の存
せざる以上は、明治一〇年布告第四三號所定の債務負搬行爲に
封する同意権を法類に認むることは、理論上承認し能はざる所
である（註一四）。
註・一四、同趣旨列例、三七、二、二四、民事到決録一〇輯二〇七頁。
檀家ナキトキハ法類チ以テ之二代フパコトチ得，レカ如キ規定存セサァレニ付此場
合二法類チ以テ檀家若〃ハ檀家総代ト同親スかコトテ得サ’レハ明白ナリJ。
此列決は檀家総代以外の者の同意を全然認めす、檀家総代なきときは寺院は債
務員1階をなすこと能はすとの前提ぶりして・法類の同意機を否認し☆るものに
　て其前提の誤謬なること既に指摘し☆ろ所なろも・法顎の鮎に付ては現在の列
　例となるを以て引用し☆。
　同院四〇年五月二〇日　　（民事列決録五六五頁）寺二檀家ナキ場合ト錐モ寺
　ノ爲メ昌金穀テ借入かパニハ軍二寺ノ代表者ノミニテ之チ爲逝叉ハ檀家総代ノ
蓮署二代フ7レニ法類ノ蓮署チ以テス即コトチ得サかモノトス是レ本院ノ列例ノ
示ス灰ナリ故二輩二法類ノ蓮署アFレニ過キサ7レ本件貸借ハ本寺院菖衡シ其敷ナ
　シト列示シタか原剣決ハ正當ナリ◎
之を要するに、寺院の爲め轟噛する住磯の債務負搬行爲に付き
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同意槽を有するものは、檀信徒総代に限られる。乍然弦に所謂
檀信徒総代とは、固より適法の資格を具備する者なることを要
し、軍に寺院の財産上の世話焼叉は自稚総代等の同意の敷なき
ことは、言を侯たざる所である。而して何を以て適法の資格あ
うとなすや否やに付ては、総代に關する読明に譲るも、今之を
概言すれぱ檀信徒より選出せられて、市町村役場に総代として
適式に届出られたることを必要とする（註一五）。
註一五、同趣旨列例大審院（四二、三、一二、民：事剣決録一五輯三〇一頁）：事寳
　二於テ信徒総代二選任セラレ総代1・ジテ寺務二滲與スPレトモ研轄役場二届出ナ
　キ以上ハ其者二於テ連署シ本件ノ如グ無檀家寺院ノ爲借財チ爲スハ第三者ノ信
　認如何チ問ハス明治一〇年第四三號布音ノ適用上住職ノ私債ト看倣ス＾ク寺借
　トシテ無敷チリ
　大阪地方（四五年（ソ）一三五號事件新聞八二二號二六頁）「軍二佳職其池一ニノ
　者ノ意見昌基キ推畢セラレタ7レ者ノ如キハ假令事實上寺務二参與スかコトア膨
　儀檀家総代タ，レノ資格ナギモノナFレチ以テ斯Pレ総代タFレ資格ナキモノカ寺院ノ
　債務員権契約二檀家総代トシテ連署ス・レモ法律上檀家線代ノ連署ナキト同一
　二薦ス7レチ以テ其契約ハ寺院二野シデ何等敷カチ有ス7レモノニアラサ7レナリ
　而して同意を爲す者が、寺院の檀信徒総代たる適法の資格を
具備し居るや否やは、同意を爲したる當時に付きて、之を定む
べく、同意後総代の資格を喪矢するも、寺債たる性質に何等i攣
動を及ぼすものではない。之と同様に同意の當時無資格者たる
に於ては、後日総代として適法の資格を有するに至るとも、前
に爲したる同意は適法とはならない。即ち其行爲は寺院の代表
：者の債務負捲行爲として、適法に寺院を拘束することは出來な
い。但総代となりたる後更めて前の行爲を寺院の行爲なりとし
て承認すれぱ、この承認によりて寺債となることは前述の如く
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である。（註一六）
註一六、同趣旨列決、東京控訴院（3、12、12、評論四巻諸法三〇頁）「原審置人高村清
作ノ鐙言昌ヨリ眞正二成立シタリト認ムヘキ甲第一號鐙ニヨレハ明漕三二年五
月一七日訴外山下有道ト當時ノ被控訴寺腔職巌上天桂トノ間昌控訴人主張ノ如
キ当馳力成立シタ虐コトチ認ムFレニ足り而シテ同號言登ハ檀糀、代トシテ酒井イ中
司齋藤才吉高村清作三名ノ連署ア3レモ乙第三號謹ニヨレハ右住職昌於テ駈轄村
役場二醤シテ右三名力檀家総代ナかコトノ届出チ：爲γタかハ右i契約後ノ同年一
〇月二三日ナFレコトチ認ム膨コトチ得從テ甲第一號誰作成當時昌在リテハ右三
名力檀家総代ニアラサルコトチ認メ得’レノミナラス信想ス＾キ原審謹人寮藤才
吉ハ自分ハ長安寺ノ檀家ニシテ明治四〇年迄引綾キ維代チ爲シタサ檀徒総代ト
ナリシ昌付テハ選學チ爲シタルニアラサ膨旨讃言セルチ以テ之昌俵り右酒井仲
司外二名ノ所謂総代ナシ毛ノハ嘗テ檀徒ニヨサ適式二檀家総代二選學セラレタ
かコトナキモノト認ム云々酒井仲司外二名ハ檀家総代ナツコトテ認ムシニ足ラ
ス然ラハ甲第一號謹ノ契約ハ適法ナか檀家総代ノi連署チ映グチ以テ明治一〇年
太政官布告第四三號昌依り該契約上ノ債務ハ住職巖上天桂ノ私債ト看倣ス＾ク
從ツテ被控訴寺二封シテハ該契約ハ敷カチ庄㌔サかモノトス而シテ該契約ハ後
日檀家総代ノ同意二俵サ本件ノ債務チシテ被控訴寺ノ債務タ館ノ数カチ生セシ
ム膨コトチ得＾キモノナリト錐毛原審謹人高村清作甲第二號謹及甲第四號謹ニ
ヨリテハ斯か同意アリタルコトチ認ム餌！チ得サルチ以テ本件ノ衡務チ被控訴寺
ノ債務1・認メ難シo
第四款　連署者の歎
　寺院の代表者たる住職其他の信侶が、寺院の爲め債務負権行
爲を爲すには、檀信徒総代二名以上の同意を必要とすることは、
布告の明定する斯である。然らぱ総代の歎が三名以車存する場
合に於ても、其中の二名の同意あれぱ、反封意見を有する総代
存する場合に於ても、荷二名の同意を以て足るものと解すべき
か。住職其他の信侶の私檀の防邊及び寺院利盆の保護を目的と
する布告の精紳より推論すれぱ、総代全員の同意を必要とする
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かのやうに考へられる。併し総代全員の同意を必要とせぱ、一
人の反勤の爲めに他の全員の同意を空しくすることとなり、結
局総代の私檀助長の結果を醸成し、却て寺院の利盆を阻害する
の不都合に陥らざるを得ない。叉明治一四年内務省達乙第三三
號はr檀家中相慮ノ財産ヲ有シ衆望ノ蹄スルモノ三名以上相選
ミ」云々と規定してゐる。從令此内務省達は布告より四年後の
制定に係ると錐も、布告を解繹するの資に供すること差支なく、
又総代に關する根本的規定なるに鑑みるも、此鮎に關する解繹
に付き、有力なる根擦と爲すことが出來る。而して該達は総代の
最低藪を三名と定めたるに勤し、布告は同意すべき総代の最低
藪を二名以上として居る。從つて爾者を併せて考察するときは、
後者は當に前者の過孚歎を要求したるものと解することが出來
る。故に布告を現代に適慮すべく解するには、同意を爲すべき
総代の数は、其全藪の過牛藪を以て足るものと爲すべきである。
　　　　　　第五款　連署なき行爲の敷果
　住職其他の信侶が、寺院の爲めに爲したる債務負澹行爲に付
き、豫め総代の同意を得す、又は事後に於ても之を得る能はざ
りし揚合に於て、其行爲は如何なる蓮命に服すべきか。此問題
は、寺院に封する方面と行爲を爲したる住職其他の信侶に封す
る方面とに分つて考察するを便宜とする。
　第一　寺院に封する敷果
　総代の連署なき住職其他の僧侶の債務負携行爲が、寺院に封
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して其敷力なきことは、布告がr此連署ナキトキハ総テ該肚寺
紳官僑侶ノ私償ト看倣シ假令右ノ抵當アルモ共敷ナキモノト爲
スヘシ」と規定したるに照して明白である。該規定は抵當のみ
が寺院に勤して敷なきが如くにも解せらるるも、抵當権を伸は
ざる軍純なる債務負櫓行爲をも、無数とするの趣旨なることは、
布告制定の目的及総て信侶の私債と看倣すと規定せるに徴して
明白である，若し該規定が抵當のみに關するものとすれぱ、全
然無用の規定とならざるを得ない。何となれぱ既に明治六年太
政官布告第二四九號及同九年敢部省達第三號に依つても、其無
敷なることが定められて居るからである。要するに、総代の蓮署
なき債務負権行爲は、全て寺院に封し無敷である。而して其蓮署
なきことが如何なる理由に依るやは問ふ所ではない。叉同意せ
ざることが果して寺院の利盆保護に貢献するや否やの如きも、
敢て問ふの要はない。故に住職其地の信侶の債務負捲の行爲を
全部寺院の債務として、承認すると或は其一部分のみを承認す
るとは、全く総代の濁自の見解によるべく、一部の承認あれぱ
其部分のみ寺院の債務たる敷果を生する迄である。之を要する
に同意ありしや否やの一事を以て、寺債たると否とを決定せぱ
足りる。從つて相手方に於て住職其池の信侶が総代の同意を得
たるものと誤信したる場合、或は斯る誤信を爲すに至るべき正
當の理由ありたる場合も、共に事實上の同意なき限り寺債とな
り難く、布告は寺院の利盆保護を主眼とする強行規定なれば、
“8 寺院の法律上の地位及び其財産法上の行：爲
斯る場合に民法一一〇條を適用して取引の相手方を保護する鹸
地存せ・ざるものと信する（註一七）。
註一七、同趣旨判決、宮城聖採院、3、3、1、（最近一四魅五九頁）「寺院テ代表ス膨
　住職力金八○○圓チ借用シタ彪二内金三〇〇圓ノ借金行爲二付デノミ檀家総代
　三名ノ中二名ノ承諾チ得タPレニ過キサ7レ場合ニハ該三〇〇圓ノ部分ノミニ付寺
　院二野ジ法律上有敷ノ消費貸借タルモ過金五〇〇圓ノ部分昌付テハ該住職ノ私
　債ト，見倣＾キモノトス云々o
　叉「明治一〇年第四三號布告ハ瀞官叉ハ信侶ノ私檀行爲チ防遇シテ赴寺ノ財産
　チ保全γ其基礎チ蜜固ナラシメントス即公盆上ノ瑛由二出テタルモノナPレロト
　疑チ容レス故二荷モ榊官偲侶ノ行爲力其規定判違反ス，レ昌於テハ肚寺二封∀絶
　i封無敷ナパ毛ノト：爲スニ非サレハ杜寺保護ノ目的ハ途ケ達ス疸二由ナキチ以テ
　紳官侶侶ノ行爲力同布告衡定ノ條件チ具備セサランカ紳官信侶力其規定チ1運守
　シタサト信ス＾キ正當ノ理由力相手方二存ス彪ト否トテ問ハス肚寺二i封γチ絶
　封二無敷ナPレモノト爲ス律意ナリト解セサ’レ＾カラス云々J
　第二　住職英他の僧侶に封する数果
　布告は総代のr蓮署ナキトキハ総テ該肚寺紳官信侶ノ私債ト
看徴シJ、寺院の利盆保護を目的とする一面に於て、荷ほ相手方
に損害なからしめんことを期して、債務負携行爲を爲したる住
職其他の僧侶の私債と看倣して其責に任ぜしめて居る。布告は
責に任する者を軍にr僑侶」と規定するも固より寺院を代表す
る権限ある僑侶主として住職を指すものにして（註一八）、斯る権
限なき信侶が縦令寺院の爲めに債務負捲の行爲を爲すも寺院の
代理人の行爲として考ふるは格別、之を以て寺院を代表したる
行爲となし、檀信徒総代の同意あれぱとて寺院の行爲なりと謂
ふこと能はざれぱ、無梅代理に關する民法の規定の適用は生じ
得るとするも、本布告を適用すべきではない。
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註一八、本布皆制定當時郎ち明沿一〇年前後に於ける鱈侶は、今日箪，に職業名と
　して私稔すると少しく漁義を異にし、明治九年一二月一六日太政宥布皆第一五
　六號を以てr鱈尼ト公認スル者ハ諦宗敢導職試補以上昌限り候條脆旨布告候事」
　と定め☆。』叉一方明浩七年七月一五日教部省漣書第三一號は「自今敬導職試補
　以上昌無向ハ寺院住職不相成候此旨相遽候事」どし、ヌ朋治一〇年九月二〇日
　内務省漣乙第八四號但書には「但一寺住職之者教導職罷免之節ハ七年七月奮教
　；部省i達第三一號建書之旨二準ジ傭職チモ退任爲致倹儀ト可心得：事」と規定し☆。
　布告に所謂「曾侶」とは固より斯る意味にして、数導職試補以上の者☆ろを要
　する。而して激導職試補以上の者は寺院柱職ナこり得ろが、さりとて信侶は常に
　寺院往職なりとの論理は成り立ナこない◎併し少くとも叢に謂ふ侶侶は、寺院住
　職☆る資格あろものを謂ふと論決することは蓋し當然である。明治一七年既に
　敏導職制度を塵止しナころを以て、勿論鱈侶の意義は之に拘束せらろろ要なしと
　は謂へ、布告の「曾侶」を解するに當つては制定當時の事情制度を参酌すろこ
　とは決して不當でない。
而して僧侶の私債と看倣すとは、相手方保護の趣旨に出でた
ること洵に明かなれぱ、住職自身をして其行爲の責に任ぜしむ
るの趣旨、換言せぱ寺院の債務とならざりしことによりて生じ
たる相手方の損害を、賠償せしむる法意と解すれば足り、寺院
の債務となるべき行爲より生する一切の敷果が、行爲者たる信
侶に蹄するの意に非すと信する（註一八）。
註一八、参考列決、束京地方、2、2、4、i新聞入五三號二一頁「明治一〇年太政官
　布皆第四三號二此連署ナキトキハ総テ該鮭寺淋官信侶ノ私債ト看徹ストアルハ
　ー方二於テハ瀧寺二封γテ敷カチ生セサリγ行爲二付帥官信侶ト取引チ爲γタ
　膨相手方保護ノ趣旨ナルコト疑ナシ敬二布告二肪謂私債ト看倣ストハ肚寺ノ名
　二於テ爲シタシ債務員櫓行爲二付紳官信侶チシテ責二任セシム膨趣旨ナリト解
　ス〈・シ要ス，レニ私債ト看倣ストハ民法一一七條二駈謂損害賠償ノ責二任スト同
　趣旨二解ス’レチ愛當トス云々故二本件二於テ被告等ヨリ久蓮寺昌封シテ爲シタ
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ル株式ノ譲波力同寺二封シテ敷カチ生セサPレ場合二於テハ同寺住職ノ露メニ数
カチ崖シ住職力株式チ取得ス期毛ノト解スPレチ得サンレヤ明カナリ更二他ノ方面
ヨリ見レハ布皆ハ相手方保護ノ趣冒ナレバ其取引ノ数果トシテ相手方力行爲上
ノ刺釜チ有ヤサ膨トキハ布告テ適用シテ憩官鱈侶二貴任チ員ハミ／ム距必要ナキ
コト明白ナリ故二本件ノ株式譲渡ハ被告等ハ之ニヨリテ株式移輔ノ債務チ員槽
スンレモ行爲上ノ利盆チ得飼コトナグ其行爲ニヨリテ久蓮寺ハ沸込義務チ員フト
ス7レモ之ハ會杜二罫ス’レ義務ニテ被告等二劃・スかモノニアラス株式ノ贈與力敷
カチ崖セサリシハ沸込義務チ生スPレカ爲メニ外ナキモ之力爲メ佐職力株式チ取
得スかモノトセハ往職二i封シ私債ト看倣ス〈キニ非ストシテ財産取得行爲トナ
リ布皆ノ精紳二合セス。」
　　　　第三章　寺院の財産庭分行爲
　檀信徒総代の同意を得ざる限り、住職の行爲と錐も適法なる
寺院の行爲と謂ひ難き場合を読いたから、更に進んで監督官鵬
たる所轄地方長官の許可を要件とする寺院の行爲に付き、帥ち
寺院の財産の塵分行爲に付て、研究を試みたいと思ふ。
第一節　基本規定及び其立法目的
　先づ読明の便宜且つ順序として、基本的規定を次に掲録しや
う。而して、此鮎に關する最も根本的規定は、明治六年七月十
七日太政官布告第二四九號「什物類塵分心得方ノ件」
　「神肚佛寺共古來所有ノ什物衆庶寄附ノ諸器並二祠堂金等ノ
　類ハ神官僧侶ハ勿論氏子檀家ノモノタリトモ自儘昌庭分可
　致筋無之候條若不得已儀有之候ハ委細具状ヲ以テ敏部省へ可
　申立候此旨布告候事」
　明治九年二月二日敏部省達第三號「持添ノ田畑山林虹寄附金
古文書等塵分方ノ件」
　肺申肚佛寺古來所傳之什物庭分之儀明治六年七月第二四九號
　公布之趣有之二付テハ持添之田畑山林虹寄附金叉・・古文書類
　共総テ右公布晶照準シ庭分可致ハ勿論高候條此旨爲心得相達
　候事」
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　前二者である。而して寺有財産腱分に勤する読明の大髄は、
此布告及び達の解繹で鑑くされる。併し尚此外に府縣に勤する
明治十二年七月十四日内務省達乙第三九號r金穀借入抵當二關
スノレ心得方ノ件」の存することを忘れてはなら臓。
　本年當省乙第二十二號ヲ以テ1吐寺寳物古文書保護ノ儀相達候
　二就テハ今般調製スヘキ目録帳中へ記載ノ物品ハ明治十年第
　四三號公布ノ通抵當ト爲スヘカラサル筋二有之依テ自今肚寺
　二於テスル抵當ハ氏子檀家協議ノ書面ヲ以テー慮官磨へ申出
　サセ調査ノ上全ク寳物古文書ニアラサル分二限り認可スヘシ
　此旨相達候事
　　但目録帳へ記載セスト錐モ該杜寺二別段ノ由緒アノレ地所建
　　物等ハ寳物古文書二準スヘク且肚寺ノ物件不得已儀有之庭
　　分候節ハ明治六年第二四九號公布同九年敏部省第三號達書
　　ノ通心得ヘシ
　而して此達も亦、寺院財産庭分行爲の解繹上重要なる地位を
占むる資料である。以下明治六年太政官布告を軍に布告第二四
九號明治九年敏部省達を達三號、叉明治十二年内務省達を達乙
第三九號と略稻する。寺有財産庭分を規律する法條は、右に掲
載する如く簡輩且っ不明確で、加ふるに現代離れをしてゐる。
それにも不拘寺院の債務負澹行爲の場合に於けると同様に、鼓
にも亦判例の立法的作用の妙用乃至活躍に依て、奮時代の遺物
たる右布告及び達に新生命を注入し㌧現代の生活に順鷹せしめ
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活肚會の需要を満足させてゐる。此鮎は判例法の研究者の特に
　澁意を要する所である。而して前述の規定を解読するに當りて
　は、豫め共立法の精紳を把握して置くことが特に必要である。
　　布告二四九號及達三號が、僧侶及び檀信徒に勤し後述の如く、
寺院財産の所謂自儘の庭分を禁じ、之を爲さんがためには所謂
官磨に委細具状して申立つ可しとなした法意は、明治初期に於
　ける寺院及び佛敏の國政上の地位より観て、明治十年太政官布
告第四三號が債務負櫓の行爲を住職其他の僧侶が爲すには、其
　寺檀信徒総代二名以上の同意を要件と爲したしたると同じく、
寺院の利盆保護の趣旨に出でたるものである。即ち寺院財産の
庭分と謂ふ更に寺院にとりて重要性を帯ぶる行爲に就ては、住
職叉は檀信徒総代等の私檀行爲を監督防遇し、以て其理由なき
散逸滅失を防がんとするにあるは明らかである。布告第四三號
　は、負債を爲して積極的に寺院の利盆を害するを防止し、布告
二四九號及達三號は現に有する寺院財産の喪失を阻止して、溝
極的に寺院保護の目的を達せんとするものである。而して法は
後者を重しとして監督を嚴重にした。故に不完全なる用語と極
　めて雑漠なる法律知識とを以て、作られたる是等の布告叉は達
　を解繹するに當ては、唯一の標準と言ひ得べき此精榊を没却せ
ざる様、不断の注意と努力を彿はねぱなら鳳（註一）。
註一、同趣旨列例大審院（三入、九、二七、民事鋼決録一一輯一二二六頁「按ス
　’レ昌明治六年布皆第二四九號ハ神官信侶二赴寺所：有ノ什物等チ自儘二虜分ス7レ
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コトチ禁止γ若シ止ムチ得サか箏情アリテ之力虜分チ要ス膨場合チ兆スルニ於
テハ必ス先ツ當該官署＾申立テ其認可チ経タル後昌非サレハ之力虞分チ爲スコ
トチ得サ即旨チ規定シタPレモノニシテ轟ラ祉寺ノ財炭チ保謹シ其肌有什物等ノ
滅失チ防ク爲メ般ケラレタPレ法規タンレコト其精瀞二照ラシテ淘二明カナリJ
第二節　許可官廉
　布告第二四九號は一定種類の寺有財産に付き、庭分する「不
得已儀有之候節ハ委細具状ヲ以テ敏部省へ可申立」と規定して
ゐる。而して住職の自儘なる庭分を防止するの法意と、其申立
に委細具状せしめたるより推すときは、右の慮分には所轄官磨
の寺院財産監督権の襲動による許可を必要とするは蓋し疑なき
所である。而して此許可を爲す官磨は、布告の明定する如く致
部省である。併し致部省は明治十年太政官布告第四號を以て屡
止せられ、而して其事務は内務省に移管せられたる結果、此許
可権も亦内務省に属するに至つた。然るに同省は明治十八年五
月二日内務省達甲第十六號r寺院佛堂取扱方委任ノ件」を以て、
寳物古文書以外の布告第二四九號及び達第三號記載の寺有財産
庭分を、叉達乙第三九號但書の寺院に由緒ある地所建物庭分に
就ては、明治十九年三月十二日内務省令第一號同件を以て、何
れも地方長官たる府縣知事に其取扱を委任するに至つた（但し
寳物公文書及古文書を除く）。從つて現在は寺院の財産の庭分に
封する許可は、府縣知事の掌る庭である。
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第三節　官廃の許可を要する財産の範園
　寺有財産の一切は、其庭分に際して地方長官の許可を経るこ
とを要するや。若し然らすとせぱ許可を必要とする寺院財産の
範園如何。先づ法規に就て之を観るに、布告二四九號は
　古來所傳の什物衆庶寄附の諸器祠堂金
達第三號は
　持添の田畑山林寄附金古文書類
達乙三九號は
　寺院に別段の由緒ある地所建物等
を掲げて居る。此等の布告及達に依つて寺有財産の一切が、そ
の庭分に許可を要するに非すして、一定の財物に限り許可を経
べき事は直ちに了解し得る。然らぱ右布告及達所掲の物件は、
例示的なりや。此問題を解決せんが爲めには、先づ此等の布告
及び達制定の目的に逆つて、理論的に省察する必要がある。既
に繰返し述べたる如く、其立法の趣旨は專ら寺院財産の保護換
言すれぱ財産の喪失によりて、寺院が其存立を危くするが如き
ことなからしめんが爲めに外ならない。此見地ようせば寺院の
基本的財産帥ち寺院の目的を達するに必要な財産、例へぱ法要
の爲めの諸設備、之を具膿的に言へば本堂、庫裡、境内地、附属
諸堂の如きは、充分に之を保護する憤値がある。乍然此外にも
その物の性質上、寺院が之を有する關係が一時的臨時的に非す
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して、多少とも永績的性質を帯ぶる場合は、假令寺院の目的達
成上直接の必要なくとも、寺院存立の要素として、叉幾分の關
係ありと謂ひ得るが故に、禽之を保護し共喪失を防止するため
に、官爵をして監督せしむる必要がある。今此等のものを便宜
上寺院の永績財産と名付く。而して布告二四九號達三號及達乙
三九號所掲の古來所傳の什物祠堂金持添の田畑山林古文書類は
勿論、之に準季となしたる別段の由緒ある地所建物等は、何れ
も寺院が之を有する關係より観れぱ、多少永績的所持を必要と
することに於て、共通する所がある。衆庶寄附の諸器及び寄附
金も亦、全部とは爲し得うとも大禮に於て永績的性質を具有す
る。故に此等の布告及び達の解繹上、其法意を汲んで其所掲の
物件の共通性たる、寺院に勤する永績的性質を認め得るものに
は、其所掲の物件に準じて、其慮分には許可を要すと論決する
を愛當とする。即ち布告及逮の文字は、例示的に永績的財産を
表はしたるに過ぎすして、限定的に列墾したるに非すと謂ふべ
きである。荷布告及達は寺院の基本的財産の庭分に言及せす、
叉之を推知し得るが如き文字も含んで居ない。之は恐らく當時
の立法者が、本堂庫裡境内地等の如き寺院にとりて極めて重要
の意義ある物の庭分は、全く之を許さざる方針なりしに依るべ
しと錐も、基本的財産も一面に於て永績財産たるは疑なきを以
て、規定の解繹上其庭分を必要とする場合には、地方長官の許
可を必要とするものと解すべきである（註二）（註三）。
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註二、同趣旨到例、大審院、九、五、七、決定、民喜列決録、二六輯六二六頁「按
スPレニ明治六年太政官布告第二四九號及ヒ明沿九年敏部省蓮第三號ハ抗告人主
張ノ如グー切ノ瀞直t財産二封シ適用ス，レ趣旨ニアラサ，レヘキ毛明治四一年内務
省令第十二號ノ如〃帥社ノ基本財産ト否トチ匝別スルモノニアラサ’レコトハ其
明文二徴シテ明カナリ前記太政官布告及ヒ教部省蓮ハ軌レモ淋砒財産ノ種類テ
限定セス之ヲ・例示的二掲クノレモノナレハ假令法文中二指摘セラレサPレモ其例示
スか所二準スヘキ財産ハ線テ其適用チ受グヘキモノト解スPレチ相當トス」
束京控訴、四二、（ネ）六四一號最近六魅二一七頁「明治六年七月第二四九號太
政官布皆明治九年二月歌部省達第三號ハ祉寺二於テ永久二保存ス＾キコトチ目
的トスか物件若シクハ肚寺ノ基本財産タ7レ性質チ有スか物件昌關ス即規定ニテ
本件牧入金額ノ如キ控訴淋肚日常ノ経費二支出セラPレ＾キ性質ノモノニ適用ス
ヘキニアラスJ
水戸地方土浦支部四二（ロ）八五號新聞六三二號一五號「列記ノ物件ハ何レモ多
少永久的昌杜寺其者ト分離シ難キ性質チ有シ此等財産ノ保護ハ寺批ノ髄名チ維
持ス凹爲メニ必要ナシモノト認メ特別周到ナ7レ規定チ設ケタル趣旨チ窺知スか
二難カラス之二反ジ原皆力本肚牧入金穀トソテ列記セか各牧入ハ右布告達ノ明
文二漏レタルノミナラス其性質ハ寧ロー時的臨時ノ牧入ナ膨昌因り右布告i達ノ
類推解繹上之チ含ムモノト認ムかコトテ得ス況ンヤ財産虜分二付官縣ノ許可チ
：経か力如キハ例外ノ場合二馬スシチ以テ本件肚入敢得金穀ノ費買ニハ官聡ノ許
　可チ要：セサルモノト認ムル’チ相當トス」
粧菖、寺院の水堂庫裡境内地を本布告及蓮中より逸し☆るは、立法者の手落なる
は明白であろも、其逸し☆ろ：事情換言せば此等の財産を如何に観察し7こる哉の
材料として、私は明治八年東京裁剣所よりの伺とこれに封する同年五月四日司
法省の爲したる指令とを暴げることが串來ろ。帥ち「肚寺境内地面の事」に關す
　ろ伺「明治六年太政官第二四九號公布二瀞佛寺共古來班傳ノ什物云々ト有之右
　ハ其境内地面モ部什物二可有之哉叉ハ什物トハ品柄相異り候哉剣鱗致シ兼携當
　ノ事件二付キ差向虞分方二差支＾居候間此段泰伺候也Jに封する靖令は、「愛内
地ハ什物トハ品柄相異Pレモノト心得！・γ但境内地面ハ什物ヨリモ貴重ノ物ト
　ス」（聰訟指令績編明治入年分二巻）とある。郎ち境内地に就ては什物ニリ貴重
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　なりと観ながら、布皆中に蝕へす叉此指令の翌年登したる敏部省達中にも加へ
　ざりしは、其慮分に所轄官鵬の許可を不要とし糞ろに非らざるは勿論なれば、
　斯る虜分を絶封に許可せざる方針であつナこに相違ない。故に庫裡及び境内地の
　抵當に關し後遮の如く明治二三年に瀧會局通牒を登して許可すベザらざるを指
　令しナこ。
　而して實際上の問題として、寺有財産の塵分に所轄官磨の許
可を要するや否やの標準たる、其物件と寺院との問の永績的關
係の有無は、結局鮭會の通念に從つて定むるの外なきも、次に
此鮎に付て柳か具膿的の読明を加へて、所謂永績財産を知るの
滲考に供する。
　　　　　　　　第一款　不　動　産
　達第三號1こは「持添ノ田畑山林」を、叉達乙第三九號には「別
段ノ由緒アル地所建物」を掲げて居る。而して蝕に列塁する所
は、前述したるが如く例示的の列墨に過ぎない。然らぱ弦に列
墨せらるるものの外、如何なる財産を含むかと言ふに、不動産
に付ては、結局寺有一切の不動産を指すものと解すべきであ
る。蓋し不動産は寺院が之を所持する揚合に於ては、其爾者の
問に動産に於けるよりも、永績性あるものと認め得べきがため
である。加之不動産の庭分は、寺院の財産的基礎に至大の影響
を及ぼすを通例とするを以て、住職及び檀信徒総代の協議同意
のみを以ては、寺産保護の立場より観て不充分と言はねぱなら
鳳、從つて不動産の塵分には、常に監督官廃の許可を要するも
のと解すべきである。尚之を實例に付いて細説すれぱ
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　第一土　　地
　達第三號はr持添ノ田畑山林」と謂ひ、而して持添とは寺院
の境内と地績なる土地にして、往古より寺院所有のものである。
又達乙第三九號は「別段ノ由緒アル地所」と規定し、爾者共に
寺院に特に深き關係ある土地なるが如きも、斯る文字に拘泥す
ることなく、大審院は達の法意よりしてr肚寺二別段ノ由緒ア
ノレ地所ト言7ヵ如キ特種ノモノノミヲ指スニ非ス該法文上別昌
制限的ノ文字ナキ所ヨリ考7ルモ肚寺所有ノー切ノ田畑山林ヲ
謂7モノト解ス」（二、六、三、民事判決録十九輯：三八二頁）と判
示して居る（註四）。
註四、丈化三辰五月、曾我熊之助へ問合二『御書面持添地、抱地ノ課御内々被成御
　承知度旨承知仕候境内地績二而往古ヨリ寺附之地所チ持添地ト唱來り佐持一代
　切ニテ勝持之地所チ抱地ト唱申候云々」（古事類苑宗教部）叉「持添地は境内一つ
　に存置候而不苦候拘地生垣にい☆し内よリロ付中事堅不仕事」（寺社方要鑑集）
　叉達第三號は田畑山林と謂ふも、そは主として地方農村等を
眼中に置きたる爲めにして、都會寺院に於ける所有市街宅地の
如き、寺産保護の立場上田畑山林と選ぷ所なく、且つ前述の如
く永績性財産と認むべきを以て除外するを得ぬ（註五）・
註五、同趣旨鋼例大審院（三九、一、二三、民事剣決録十二輯三二頁）「右敢部省
　蓮ノ田畑山林トア’レハ不動産チ列示シタル昌過キサ2レハ勿論ナリトス左レハ灘
　寺有ノ不動産チ譲渡スか二當リテハ軍二氏子檀家総代力同意チ爲シタンレチ以デ
　足レリトセス所轄官廃ノ認可チ輕’レコトチ要スァレモノニシテ其認可チ鯉サ7レ責
　買ハ法律上何等敷果チ有セサpレモノトス」
　次に達第三號の所謂持添の山林とは「山林ノ地盤ト其上晶存
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スル立木立竹ト共二之ヲ庭分スル場合ハ勿論箪二其上二存スノレ
立木立竹ノミヲ塵分スル揚合ヲモ包含スルモノト解ス」べきで
ある。何となれぱ山林二存スノレ立木立竹ハ山林ノー部ナルノミ
ナラス立木立竹ノミヲ庭分スル場合ヲ包含セストセハ該達力肚
寺所有ノ財産ナノレ山林ヲ保護シ其滅矢ヲ防止セントスル趣旨ノ
過傘ヲ達スルコト能ハ」ぬからである（大審院四〇、十、九、
民事判決録一三輯九三四頁）。蓋し山林の立木叉は立竹は、明
治四二年法律第ニニ號「立木二關スル件」第一條に所謂「一筆
ノ土地叉ハー筆ノ土地ノー部分二植栽二依リ生立セシメタノレ樹
木ノ集團」に該當すべく、故に所有権保存の登記を受けたる場
合には、不動産と看傲さるる關係上其地盤と分離して濁立して
庭分せらるる揚合にも、當然其庭分に付き許可を必要とすへく、
叉濁立の不動産と看徹し得ざる立木立竹は、其地盤たる土地の
一部分たる法律上の性質を具有するを以て、之れが庭分は不動
産たる土地の一部の塵分として、荷許可を経る要がある。元來
権利の目的として物の一部分を認むることは、原則として我法
律上許さざる庭なるも、斯る立木立竹が一地盤たる土地と濁立
して権利の目的となり得ることは、現今一般の慣行であう且つ
判例の認むる所である（註六）。然らぱ達第三號の持添の山林に
立木立竹をも含包するものと解し、其濁立的塵分にも許可を必
要とするは理論上正當である（駐七）。
註六・物の一部の威分を認め☆る列例（大審院5．2、22第ニニ輯一六五頁、四
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　四、六、二〇、第一七輯四一一頁等）
註七、山林の塵分中に立木のみの慮分をも包含することに付ては、意見を同じう
　すろ宗数局通牒宗甲第二三號が明治三六年八月二十日佛道各管長ザら登せられ
　て居る・即ち「寺院昌於デ其所有山林チ虜分スPレ場合ハ其土地タ1レト叉ハ立木
　ノミナPレトチ問ハス共昌明治六年太政官布告第二四九號同九年敏部省第三號淫
　及同十二年七月本省蓮乙第三九號但書等二佐り豫メ地方麗ノ認可チ受グヘキハ
　勿論ノ儀二有之然’レニ明治三二年法律第九九號國有土地森林原野下戻法二俵り
　山林ノ下戻チ受めレ寺こ1ンテ右地方廉認可ノ手績チ経ス檀昌塵分λ〃毛ノ有之
　哉二聞膚之如此ハ該下戻法制定ノ精憩二戻り法規ノ規定二違反スァレモノニシテ
　使職ノ職責』ヒ不問二付シ難ギ筋昌有之候條其宗教滋内寺院｛主職昌封シ心得違無
　之様嚴重注意ヲ・加＾且ツ如Lノ行爲ア勘モノニ封シテハ相當慮分可相成命二俵
　り此如申進候也。
　これと同理にて山林とは言ひ難きも、寺有境外地に存する立
木にして相當憤格あるものの塵分にも、尚官磨の許可を要すと
解すべきは、寺産保護の目的貫徹の爲め當然必要である（註八）。
但境内地の樹木に付ては「肚寺境内ノ樹木ハ假令其寺院修繕等
二相用ヒ候共狸二伐木不相成候若シ難止事情有之節ハ其地方鵬
へ願出許可ヲ可受事」と、明治六年太政官布告第二三五號にて明
定してあるから、布告二四九號及達第三號を適用する要を見蹟。
註八、同趣旨列例大審院（二入、六、一四、民事釧決録一輯五〇〇頁）故二本訴
　立木ニシテ該三號建ノ所謂山林ノ中昌包含ス期モノトセハ之レチ虎分ス膨昌ハ
　須ク該三號達及ヒ第二四九號布告唱照準スヘキモノナサ今本訴二於ケ解一本ノ
　立木チ以テ之チ山林ト樗スかハ其用語上稽穏カナラサか肪ア，レモ筍モ其立木ニ
　シテ相當ノ慣格チ有シ既等ノ所有物中二算入シ得・、キモノナか二於テハ第三號
　布達中二駈謂山林ノー部ト見徹ス・・キハ事理上當然ナリ叉官聡力杜寺ノ所有物
　チ保護叉ハ管理ス’レノ精紳ヨリ考フル・モ其境内ノ立木ハ濫リニ伐探ヲ・許サス境
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外ニア’レモノニ限り共種類ノ如何チ問ハス賞晦ノ許可チ経スシテ自由二伐木シ
得＾シトノ條理ハ存セサかモノトス由之競之本訴立木ノ如キハ該三號布遙ノ支
配チ受〃＾キモノナ’レコト明カナレハ紳宥氏子緯代篇於デ自儘昌慮分ス7レコト
チ得ス必スヤ相當官囎ノ許可チ受ケサかヘカラサか筋合ナリ從ツテ其許可ナク
シテ之レチ他昌寅渡シタパトキハ些寅買ハ無敷タ，レ＾キ鴫ノ云々」久立木に相
嘗慣格を要すと爲し☆るは布皆第二四九號及び蓮第三號が寺院財産保護を目的
とする趣旨より観ての當然の制限である。
　第二建　　物
　布告第二四九號及び達第三號は共に家屋に付ては直接には言
及せざるも、達乙三九號は由緒ある建物を掲げてゐる。その例
示的であること及び此等の法規が、一・切の不動産を包含するこ
と前述の如くである。從つて建物が許可所要の寺院財産たるこ
とも亦明白である。殊に本堂庫裡の如きは、明治十一年の杜寺
取扱概則に所謂寺の膿を爲し寺院なる法人の物的要素を構成
し、寺院の永績財産の主要なるもので、其他の寺有家屋に就て
観るも、何れも寺院の永績財産を構成して、其憤値必すしも土
地に護らない。然らぱ其塵分に際して、所轄官磨の許可を要す
と解すべきは、至極當然の推論である。
　　　　　　　　第二款動　　　産
　次に寺有動産の庭分に付き、監督官磨の許可の要否を判断す
る當り、事實問題として困難なる揚合を想像し得るも、要する
に布告第二四九號及達第三號に列墨する例示的の物件に準すべ
きや否や、換言すればその動産と寺院との問に之を所有する關
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係に、多少とも永績性を認め得るや否やによつて、その判断を
下すの外適當の途を求め難い。從つて例へぱ寺院の日常牧入即
ち同向料、讃経料、香料、布施物、餐鏡、供物料、守札料、拝
槻料の如き、一時的叉は臨時性ある牧入若しくは寺有不動産よ
り生ずる果實の庭分には監督官臨の許可を要せ臓侮九）・
註九、同趣意判決京都地方（四三、（ロ）二五九號新聞七四四號二八頁）「寺：有岡畝
　山林ヨリスか所得其他同向祠料ノ如キ寺敗入財産ノ塵分ニハ行政官翻ノ許可チ
　　要セス』叉瀞肚所有財産の虜分に就て水戸地方土浦支部の判決は寺院に就て
　も参考となる。即ち「紳肚の瀧入取得金穀郎ち窒銭、守札料、日参、月滲、年
　参料、所禧料、所雨料、紳水料、勧穂料、献備料、掛物御銭料、手水料ノ如キ
　物ノ賢却ハ明治六年布告並二九年蓮ノ規定二從ヒ行政官縣ノ許可チ経サPレモ有
　敷ナリ」（四二（ロ）入五號新聞六三二號一一五頁）
　　　　　　　　　第三款債　　　権
　寺院が有する債権に付ても、永績財産たる性質あれぱ之が庭
分に官磨の許可を要すと爲すべきである。許可は特に物件の庭
分に限る要なく、債権も寺院財産の一部を構成し得るを以て、
寺産保護の織より観察して、債権に就ても住職等の自儘の塵分
を禁することは、布告第二四九號及達第三號の法意に副ふ所以
である。而して永績性ある債梅の事例として考ふべきは、永績
性ある物件の庭分による責得金講求機贈與契約に基く祠堂金、
寄附金等の請求梅の如き叉は什物を貸與したる場合の返還講求
権の如き、何れも肚會の通念上永績財産の憂形として、未だ永
績性を脱却せざるものと観らるべき場合、或は永績財産の一作
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用と謂ひ得べき場合の如き之である（註一〇）。
註一〇、同趣旨剃決東京地方（四、十一、十八、詐論四巻諦法二五七頁）「肚寺二
於テ永久保存スヘキ物件ハ勿論荷モ肚寺ノ基本財産チ構成ス＾キモノタ，レ以上
ハ其物件タ’レト將債樒タ膨｝ヲ問ハス等γク明治六年布告、明滑九年蓮ノ規定
ノ下二其保謹チ享有スヘク叉之力虜分昌關シ其認可チ受〃スシテ自儘二爲シタ
ル場合ニハ何等ノ庭分ノ数カチ生スル’コトナク當然無敷二蹄スヘキモノ“トス云
々寺ノ基本財産ノー部チ構成ス助地所チ他昌賓却シ候テ得タ7レ該費得金二欝ス
ル請求櫨モ其基本財産タ解ノ性質チ股却セサ，レ毛ノトス寺力其土地チ責却ス膨
昌付キ所轄官囎ノ認可チ得膨毛右地所責得金二封スか債構ノ譲波行爲二付テハ
．叉別二所轄官慮ノ認可チ受〃ル・コトチ要シ認可ナクシテ：爲シタか譲渡行：爲ハ當
然敷カチ螢庄セサかモノトス」
第四節　官靡の許可を要する塵分行爲
　布告第二四九號達第三號及達乙第三九號但書には、前鵜の如
き寺院財産の庭分には、所轄官磨の許可を要すと規定あり、而
して此庭分なる法語には、事實的庭分と法律的塵分の爾者を包
含し、前者は物の鍛損、破壊、漕費を始め田地を池沼とし、山
林を宅地とi攣じ或は此反鋼にi攣する如き物の性質の獲更を言ひ
後者は、費却、拠棄、交換を爲し叉は他物権を設定する行爲の
如きを含む。寺院財産の庭分なる用語中に此爾者を包含すと解
すぺきは、右布告達が寺産保護の法意に出でたものに照して疑
なく、民法第二〇六條の庭分の意義の如く異説を生すべき疑惧
がない。事實的庭分に付ては別段に読明の要なきを以て、吹に
法律的庭分と観らるべき各行爲に付て述べよう。
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　　　　　　　　第一款貿　　却
　動産たると不動産たるとを論ぜす、寺有の永績財産の費却は、
庭分行爲中の主要なるものにして、寺産保護の上より観れぱ、
最も警戒すべき行爲である。故に之に許可を要すとしたること
は、極めて當然である。乍然此警戒を注意深く推し進むれば、
軍純なる費却行爲に限らす、相手方の一方的意思表示により叉
は條件の成就によりて、責買が完成する費買の豫約又は條件付
費買契約の如きも、同一に取扱ふことを要する。然らざれぱ斯
る方法に依りて寺産責却を無許可の儘、爲し途げ得る結果とな
り、途に費却を監督する法意に副はざることとならざるを得な
い。從つて斯る契約も亦布告第二四九號の庭分中に包含すとな
し、所轄官磨の許可を要すと解すべきである（註幽一）。荷此黙は
以下に掲ぐる庭分行爲の事例に就ても同檬である。
註一一、賓買の豫約に就ては東京地方2、7、29列決『費買ノ豫約ハ費買二非Pレ
　チ以テ土地ノ所有者力其土地チ寅買ス〈キ豫約チ爲シタ飽トキ直チニ之チ以テ
　土地ノ庭分ナリト構シ難キカ如γト難モー：方的豫約ノ債務者ハ其豫約二確的畿
　覇束セラレ相手：方昌於テハ費買党結ノ意思チ表示スかトキハ債務者ハ何等ノ行
　：爲テ要セス右相手方ノ責買完結ノ意思表示識ヨリテ蜜買ハ成立ス欺モノナかチ
　以テ之チ債務者力費主ナか場合二於テ費主2方面日り観察スかトキハ該豫約ハ
　郎チ其土地ノ虞1分ナリト樗スPレチ蛋當トス＾〃而ミソデ示と寺力其所有：地チ虚分ス
　シニハ明治九年達明治六年布告怯ヨリ所轄官鵬ノ許可チ必要：トスかモノナ膨チ’
　以テ若シ豫約チ爲スニ付所轄官爵ノ許可ヂ受〃躍昌非レハ該契約ハ無数ナサト
　云ハサル〈・カラス」（評論二巻民法三九七頁）叉條件付寅買に付ては大阪地方鋼
　決、「按スルニ寺院所有ノ不動産チ虜分スか場合二於テハ寺院ノ往職ハ豫メ當該
　官囎ノ認可チ受クルコトチ要スかコトハ明治：六年七月第二四：九號布皆及同九年
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　二月敦部省蓮第三號二明記スか所ナリ因テ右認河以前二於テハ寺院代表者タ’レ
　住職ハ寺有不動産昌付キ膏二輩純ナPレ費買契約ノミナラス樹條仲付責買契約チ
　モ締結スルコトチ得ス從テ使職力後日行政官聡ノ認可チ受グヘキコトチ條件ト
　爲シタリトスPレモ其契約ハ元來無敷ノモノナレハ寺院二封シ何等ノ覇束カナキ
　コト亦明ラカナリ」（四〇（イ）六一二號事件i新聞五一九號一八頁）
　然るに寺院が永く不動産を所有する意思なく、高慣に轄費し
て代金の差額を利得する目的にて買入れ、之を轄責する場合は
’官磨の許可を要せざるものと爲した實例がある（註一二）。此場合
土地と寺院との問の關係に永績的性質なきが如くに一慮解せら
るるも、元來利盆を得て譲渡を爲す目的を以てする不動産の取
得及び譲渡は、螢業として爲すと否とに拘らす、常に商法第二
六三條第一號の所謂商行爲にして、佛敢の宣布儀式の執行を目
的とする寺院なる法人の目的の範園外に厨する。從て寺院の斯
る行爲を是認することを前提とする読は、根本に誤謬を藏し到
底妥當の見解と謂ひ難い。叉一面に於て若こ住職等に事實上螢
利的意思ありとせぱ、斯る利得を計る行爲は投機的分子を含む
を通常とするを以て、所謂自儘の慮分を禁じたる布告二四九號
の趣旨よりせぱ、一層監督の要ある行爲である。故に事實上利
得轄買の計叢ありとするも、荷監督官磨の許可を必要とすと論
決すべきである。
註一二、名古屋控訴判決（凱5、6、新聞一五九六號一六頁）P被控訴入（寺）ハ永ク
　自己ノ所有トナス意思ナ〃唯高慣二輻費シテ代金ノ差額チ利得ス＾ク即チ輔買
　者ヨリ受取リタル代金チ以テ直チニ自己力費』圭昌封シテ員擢スか代金ノ支沸チ
　了シ其差額チ自己ノ肪得トナス目的ノ下二本件土地チ買入レ而シテ之チ控訴人
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　昌鯨責シタ7レモノニモノテ被控訴人力從來所；有スル土地チ蛮波シ以テ其所有権チ
　喪失セシム｝レモノニアラサンレコトチ認定スルニ足ル而シテ：右ノ如キ行爲該付テ
　ハ監督官廉ノ認可テ要セサPレコト明治六年及明治九年布告遙ノ法意二照シ毫モ
　疑チ容ソス」
　　　　　　第二款　贈與、交換及拠棄
寺院財産に付て此等の行爲あるときは、費却と同様直ちに物
の所有権を喪矢するに至るべきを以て、是れ亦庭分の一として
斯轄官磨の許可なくしては、寺院の行爲として無敷なるものと
解すべきである。
　　　　　　第三款　抵當権の設定
現今に於ては抵當権の設定は、一般に庭分行爲と解されて
ゐる。寺有不動産に就て見るも、抵當梅を設定することは其不
動産に封する所有権の制限となると共に、抵當穰實行の結果は
所有権を喪矢することとなるべきを以て、之を布告第二四九號
及達第三號の所謂庭分中に如へ、許可を経ざれぱ無敷と解する
ことは妥當の見解である（註’一三）。
駐一三、同趣旨剣例、大審院（2、6、8民事到決錐第一九輯三入二頁）「明沿六年
　布告第二四九號及明治九年教部省建第三號二所謂慮分中ニハ膏二費買譲渡交換
　拠棄ノ如キ行爲ノミナラス抵當権設定契約ノ如キモ内二包含ス館モノト解スか
　チホ圓當1、ス」
　然るに抵當槽設定に付ては、明治十年太政官布告第四三號に
除税地を除く以外の寺附地所及び貿物古文書類を除く以外の建
物什器を、抵當（動産に付ては質の意〉と爲すには、檀信徒総
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代二名以上の同意を要する旨規定しあり、又達乙第三九號には
r今般調製スペキ目録中へ記載ノ物品ハ明治十年第四三號公布
ノ通抵當ト爲スペ：カラザル筋二有之」と定め、且其但書にはr目
録帳へ記載セズト雛モ該肚寺二別段ノ由緒アノレ地所建物等ハ
寳物古文書二準ズベク」とある。從て布告第二四九號及達第三
號の庭分中には、抵當権設定行爲を包含するとしても、其適用
は寺院の由緒ある地所建物及び除税地を抵當となす揚合に限ら
れ、由緒なき地所建物を抵當とする場合には、明治十年布告第
四三號により輩に総代二名以上の同意あれぱ足ると解する読を
生するに至つた。併しこれは明らかに謬論であつて、元來布告
及達の法意は、寳物古文書に準すべき由緒ある地所建物及除税
地の如きは、之を抵當と爲すべからすと解すべく（註一四）、然ら
ざる地所建物に付ては総代二名以上の同意の外に、所轄官磨の
許可を要するの趣旨である。即ち布告第四三號と共に布告第二
四九號及達第三號の適用ありと解すべきである。元來布告第四
三號は住職の私檀行爲防遇の爲め総代の同意を必要とし、之に
依りて寺院財産の保護を企てたるに反し、布告第二四九號及達
第三號は、此保護の目的を貫徹する爲めに、特に寺院財産の庭
分行爲に付き、先づ総代をして住職の行爲を監査せしめ、更に
私利を誉むの籐地なからしむるため、官磨の許可を必要とする
のである。斯る法意である以上、荷も塵分行爲であれぱ全て許
可を要すとなすべく、叉右の布告を併用するも、爾布告の問に
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抵鯛及び矛盾を生じない。從て抵當椛の設定には常に官磨の許
可を要すと解すべきである（註’一五）。
陸一四、抵當椛の設定を許さざる地所、建物として明治二三年八月一五日融寺局
　通牒京甲第四號に、「寺院境内及庫裡等入質ノ儀昌付京都府伺二i封シ境内地及b
　本堂庫裡ノ儀ハ法要昌必要ナ期箇所二付抵當不相成旨本月一三日チ以テ指令相
　成候條爲∂ひそ与此女n申遙候也。』とある。勿言命之は一・片の通牒で官聡の事務慮王里」二
　の心得に過ぎぬ。乍然灰轄官融が右通牒に上命下從の關係上拘束せらるる結果
　として境内地本堂及庫裡に抵當櫨を設定すろことは假令出願あるも許可を欝さ
　ざる結果實際上は此等の物件に封しては抵當椛設定は不能なりと謂はねばなら
　ぬ。明治十年布告第四三號が抵當の目的物より除外し7こ除税地及び由緒ある地
　所建物とは如此ものと解されるo
駐一五、同趣旨列例前揚二年大審院朔決の一部「叉上告人ハ内務省乙第三九號遽
　但書昌ヨリ肚寺二別段ノ由緒ナキ地駈建物等チ虞分スか昌付テハ專ラ明治十年
　第四三號布告二準スヘ〃別段ノ由緒アパ除税地チ塵分ス膨ニハ特二明治六年第
　二四九號布告同九年教部省達第三號二俵膨・・キ趣旨ナリト謂フト錐モ同但書昌
　「肚寺二別段ノ由緒ア欺地勝建物等ハ寳物古丈書昌準スJトアル・ハ由緒ア飼地所
　建物ハ費物古丈書ト同シ〃明治十年第四三號公布之通り抵當ト爲ス＾カラサか
　モノナリト謂フ趣旨二外ナラス從テ久「杜寺ノ物件不巳儀有之虜分云々トアか
　内ニハ．軍・二由緒ア膨除税：地ノミナラズ肚寺所：有一・切ノ田畑山林ノ齢モ其内昌
　包含スかモノト解ス＾キモノトスJ
　既に抵當権の設定に許可を必要とすれぱ、抵當機設定よりも
強力なる形式を探る所謂費渡抵當と言ふが如き行爲に付き、所
轄官磨の許可を脛べきことは言ふを侯た臓（註一六）。
註一六、同趣旨到決東京控訴（四四、七、一三最近九巻一二〇頁）
　「費渡抵當ハ明治六年及同九年令i達昌所謂虜分昌該當ス膨モノナレハ當該官鵬
　ノ許可チ経スシテ之チ爲ストキハ無数トナ膨云々」
　　　　　　　　第四款　質権の設定
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　寺有財産の腱分中に、既に抵當梅の設定を含むとなす以上、
質権の設定も亦岡様に解すべく、而して動産質たると不動産質
セると叉は糟利質たるとを匠別するの要なく、筍も許可を得す
して設定したる質権は、寺院に謝し無敷なりと謂ふべきである。
　　　　　　　第：五款　地上権の設定
　地上権は所有権に次ぐ強力なる土地の使用槽なれば、土地に
封し地上権を設定するは、土地所有権に勤する重大なる制限を
加へたるものと言ふべく、從つて普通庭分行爲中に算へてゐる。
寺院に付ても特に別異の解繹を樹つるの要なく、從つて所轄官
廃の許可なくして、寺有土地上に地上権を設定し能はざるもの
と謂はねぱならぬ（註一七）。
註一七、同趣旨朔例、大審院（三入、九、二七民：事鋼決錐十一輯一二二六頁）「地
　所呂地上権ナPレ物椛チ設定ス’レニ於テハ之力爲メ地所所有楼二制限チ加＾勝宥
　：者ハ其地所チ使用ス7レコト能ハス所：有櫨ノー部チ譲渡モン其一部チ喪失セγメタ
　飼トー般ナ彪二鷺り地勝二地上櫨チ設定ス館行爲チ以テ六年布告九年淫ノ勝謂
　：虜分中昌包含ス館絶ノト認ム飼チ相當トス」．叉同院9、5、7、民事剣決録第一
　一六輯六二六頁の同趣旨列決参照。
　　　　　　　第六款　永小作椹の設定
　既に寺有土地に地上櫨を設定することが、塵分行爲なりとな
す以上、之と土地使用の目的を異にするも、其性質を同じくす
る永小作穫を寺有地に設定することは、固より庭分行爲中に包
含せらるるものと解すべきである戯一八）。
註一八、同趣旨列決、大阪控訴院（11、2、28、評論一一巻民七七五頁）『寺院力其
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駈有地二永小作椛チ設定スPレ行爲ハ明治六年太政官布告及明治九年歌部省蓮昌
所謂虚分昌該當ス’レモノ昌シテ當該官聡ノ許可チ要ス〈・キハ勿論ニシテ其評可
チ得サPレ永小作椛ハ無数ノモノトス」
第五笛　塵分行爲と総代の同意
　寺院財産の庭分に付き、布告二四九號には軍に所轄官磨の許
可を要すと定むと錐も、許可のみを以ては完全と謂ひ難く、其
寺院の檀家叉は信徒総代の同意をも、必要とするものである。
抵當権に就ては、明治一〇年布告第四三號にr若クハ金穀ヲ借
入ルル爲メ融寺附地所（除税地ヲ除クノ外〉建物什器（寳物古
文書ヲ除クノ外）等ヲ抵當晶爲ストキ必ス氏子檀家ト協議シ総
代二名以上ノ連署ヲ要スヘシ」とあり、叉達乙第三九號にも「自
今肚寺二於テハ抵當ハ氏子檀家協議ノ書面ヲ以テー慮官爵へ申
出テ調査ノ上全ク寳物古文書昌アラサル分二限リ認可スヘツ」
とあ）、故に抵當権設定の場合に総代二名以上の同意が要件た
ることは明白である。叉此布告及達所定抵當の目的物には、不
動産のみならす動産たる什器、貿物、古文書類等をも包含する
を以て、鼓に謂ふ抵當は軍に民法上の抵當権帥ち不動産抵當に
限らるべきに非ずして、軍に携保の意味と解すべく、從つて質
権設定の場合をも包含し、之にも総代の同意を必要とするもの
と解すべきである。即ち庭分行爲に付き官磨の許可を必要とす
るのは、庭分行爲に在りては、寺産保護の必要特に多きに基く
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ものにして、即ち償務負櫓行爲の揚合の如く、輩に檀家叉は信
徒総代二名以上の同意権の行使による監査のみにては、其保護
不十分なるに由來するに過ぎない。從つて塵分行爲の揚合に於
ても、決して総代の寺院財産監査権を奪ふの趣旨ではなく、先
づ総代をして佳職の爲さんとする財産腱分行爲を監督せしめ、
而して庭分を相當とすれぱ之を許可し、然らすとせぱ許可せざ
る趣旨である。
　既に抵當穂叉は質椹設定の揚合に総代の同意を要件とする以
上、費買の如き更に重大の影響を寺院財産に與ふべき行爲は勿
論、其他の塵分行爲と錐も総代の同意を要件とすべく、之を敏
げぱ假令監督官磨の許可あるも其行爲を無数と爲すべきであ
る。加之明治一四年内務省達乙第三三號に依れぱ「今後該肚寺
ノ願屈等ハ渾テ蓮署ヲ以可爲差出」と定め、檀家又は信徒総代
の蓮署を命じてゐる。故に総代の同意なくして庭分行爲に官磨
の許可なるもののあり得べき理はない。而して寺院の財産庭分
行爲に劃する蓮署は、明治一〇年告第四三號に所謂蓮署と異り、
必す書面上に爲すべきものであり、叉其性質も住職に封する私
法上の意思表示ではない。此蓮署は之を拒否することによりて、
庭分行爲に封する許可の願書の成立を不能ならしむるが故に、
総代の寺院財産監督権の一作用と謂ふべく、從つて此明治一四
隼内務省達よりするも総代の同意は、寺院財産塵分行爲の要件
を爲すことを推知するを得る。
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（註一九）。
註一九、同趣旨列例、大審院（二八、三、一、列例藁報四巻民一入三頁）「縛テ寺
　院ノ勝有二係Fレ物件ハ其寺ノ慣侶檀家ノモノタリトモ自儘昌之テ庭分ス’レノ椛
　ナシ若シ巳チ得ス之チ虎i分スアレ節ハ必ス檀家総代ノ連署チ以テ共筋二具釈セサ
　，レ＾カラス叉其物件喪買謹書二至リテモ檀家総代二名以上ノ蓮署チ要ス＾キ筋
　合ト云ハサか＾カラス何トナレハ明治一〇年第四三號布告昌依レハ抵當ニテモ
　総代二名以上ノi連署チ要シ其i連署ナキトキハ抵當ハ無1数昌蹄スヘキモノナレハ
　ナリ況ンヤ責買二於テオヤ然ラハ本件昌在テハ其筋！・具状シタパモノナンレヤ否
　ヤ蜜買謹書二正當ノ檀家総代二名以上蓮署γタルモノナPレヤ否ヤハ必要ナ，レ條
　件ニシテ若シ此要：件ノーチ鋏クトキハ未タ全グ慮分権チ冶セサか者ノ行：爲二係
　リ本訴ノ根本タ7レ乙入號謹ノ地所費買契約ハ無敷二蹄シ随テ之昌起因スPレ
　質地ノ契約モ亦無数二旙ス」。
　ヌ，2、へ3、大審院（民事列決録一九輯三入二頁）「上告入ハ云々寳物古丈書蚊昌
　杜寺二別段ノ由緒ア’レ地所建物等ノ責買譲渡ノ如キ純然タル虜分行爲チ：爲スニ
　ハ輩昌教部省ノ認可アルチ以テ足レリトスァレ昌拘ラス此等ノ行爲ヨリ事盟頗か
　輕易ナか普通肚寺所有地（除税地以外）一・般建物什器（寳物ナル文書以外）チ
　抵當ト：爲スニハ明治一〇年第四三號布皆ノ結果トシテ更昌氏子ヌノ・檀家総代二
　名以上ノ蓮署チ要スルハ本末輕重チ顛倒ス飽ノ不當チ見ルニ至ルト主張スレト
　モ明治一四年内務省達乙第三三號昌依レハ肚寺ノ願屈等ハ渾デ氏子ヌハ檀家総
　代三名以上ノ蓮署チ以テ之チ爲スヘキモノナレハ賓物古丈書並昌社寺昌別段ノ
　由緒アル地所建物等ノ蛮買譲渡チ爲ス場合二於デモ管轄官囎ノ許可チ願出ツPレ
　ニ付氏子ヌノ・檀家総代三名以上ノ蓮署師チ承諾チ要スかモノナ膨チ以テ抵當櫨
　設這ノ場合ト比較シ毫モ不樒衡ナ即結果ヲ・生スかモノニアラス」ヌ東京控訴院
　（四四、三、四、最近列例集八巻一五〇頁）「紳批力其勝有財産チ蜜却スル昌ハ
　ー面當該行政官麗ノ許可チ要シー面適法ナPレ氏子総代二名以上ノi連署チ要ス故
　二假令該行政官爵ノ許可チ受ケタリトモ資格ア期氏子二名以上ノ連署ナキニ於
　子ハ其責買ハ紳批二封シテ其敷カチ生セス」
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第六節　塵分行爲に封する許可出願手績
　　寺院財産庭分に鍋する監督官騰への許可出願の手績が、住職
　と総代との連署を要件とすることは、右述ぶる如く明治一四年
　内務省達乙第三三號の定むる所である。此外明治一七年一〇月
　三〇日内務省達乙第三七號はr前略附鰯ノ地所建物什物抵當費
　買其他寳物古：文書等財産二關スル諸願ハ（寺院ハ本寺法類蓮署）
　管長ノ添書ヲ要スヘシ」と定むるにより、本寺を代表する僧侶
　と法類が連署し更に所鰯宗派管長の添書を要する。併しこれは
　輩に許可出願の手綾上の問題にして、其庭分行爲の實燈的要件
　でなく、本寺及法類の連署、管長の添書に依つて、此等の者が
　寺院財産塵分行爲に滲與するものではない。管長は當該庭分行
　爲に反鍔なると否とに關せす添書すべく、反勤なれぱ其意見を
　添書に附記すれぱ足り、叉添書を拒むことも出來ない。
　庭分行爲に封する官磨の許可を受くべき時期は、寺院財産に
　封する塵分又は之を目的とする豫約叉は條件附契約を爲す以前
　たるを要する。布告第二四九號には「自儘二庭分可致筋無之候
　條若不得已儀有之候ヘハ委詳具状ヲ以テ敏部省へ可申立候」と
　あり、若し事後に於ける許可にて足るとせば、所謂自儘なる住
職の行爲を防止するの布告の目的は、之を達する能はざるべく、
叉事後の許可を認むとせぱ、之を得られざる場合には、住職等
の行爲を取漕し或は初めより無敷とすることによりて、其自儘庭
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分の寺院に及ぽす敷果を防止する外なく、斯くては相手方は不
測の損害を蒙むるに至るは明白である。況んや達第三九號には
r自今肚寺二於テスル抵嘗ハ氏子檀家協議シ書面ヲ以テー慮官
騰へ申出サセ調査ノ上全ク寳物古文書昌アラサル分昌限り認可
スヘシ」と明定し、事前の許可出願を命じて居る。而してこの
ことは濁り抵當権設定の揚合に限るべき理由はない。從つて庭
分行爲の一要件たる総代の同意は、債務負権行爲の揚合と異な
り事前に之を得ることを要するものと解すべきである。叉許可
は寺院が現に所有する財産の庭分に付て之を與ふべく、將來取
得すべき財産は假令其取得に幾分の確實性ある揚合と錐も、豫
め其庭分の許可を與ふべきではない。かく解せざれぱ、寺院保
護の目的を達することは困難である。次に許可は一般的抽象的
に與ふるは不法にして、個別的具髄的なること要する。差し自
儘の庭分を認むると大差なき結果とな）、寺院財産保護の目的
の達成は期し難いからである。
第七節　許可の性質と其敷力
　弦に謂ふ許可は形式的に言へぱ、地方長官が管轄寺院の財産
庭分行爲に封し之を許す一の行政庭分であう、實質的内容的に
観れぱ、寺院代表者に寺院の財産庭分行爲を適法に爲すの能力
を附輿するものである。，即ち許可後始めて住職は庭分行爲を爲
し得べく、許可前は法理上寺院財産の塵分行爲なるものを想像
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し難い。故に許可前に寺院代表者の爲したる塵分行爲は、之を
寺院の行爲と云ひ難く、斯る行爲は、寺院に封し何等の敷果も
登生し得ない絶封的無敷の行爲である。之は庭分行爲の豫約の
場合に於ても同様であつて、既に豫約自膿が許可を要する行爲
であるから、これに付て許可を敏きたる限りは、其後豫約の内
容を實現し得る時期となつて、其目的としたる塵分行爲に付て
の出願が不許可となるも、寺院は相手方に何等の責任を負ふぺ
き理由はない。許可の有無が寺院の左右し得ざる官磨濁自の見
解に基く行政庭分なるに鑑み、此結論は當然である（註二〇）。然
らぱ斯る行爲を爲したる寺院代表者は、個人として相手方に許
可を得ざりしことに勤して責に任す可きものなりや。債務負櫓
行爲に關すむ明治一〇年布告第四三號は、r連署ナキ場合ハ総
テ該肚寺紳官僧侶ノ私債ト看徴ス」と規定して、総代の同意を
得ざbし場合に付き、佳職自ら相手方に封して責に任すべきこ
とを規定して居るが、庭分行爲に關する布告第二四九號及第三
號には之に相當する規定はない。從つて許可なき場合に於ては
結局相手方の善意なると悪意なるとを問は争、其庭分行爲に付
き責任を負ふべき者はない。固より其問住職個人に詐欺等の不
法行爲あるか又は損害を賠償する特約ある場合には、別個の問
題として取扱はねぱなら濾。
註二〇、同趣旨列決東京地方（2、7、9、評論二巻民法三九七頁）「寺院財産寅買
　ノ豫約櫻利者タパ庫告ハ費買成立ノ意思表示チ：爲γタレハトテ被告（寺院）カ
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　右許可チ受〃，レ能ハサリジコトチ理由トシテ不履行二基ク損害賠償チ請求スアレ
　コトチ得サル毛ノトス蓋シ被告力寺トシテ財産テ虜分ス｝レニハ所轄宥鵬ノ許可
　チ要スルコトハ前訊示ノ如クニシテ原告毛右豫約締結ノ當時之チ知リタリト謂
　フ可ク被管力右財産取得ノ後之力塵分二付キ宥囎ノ許可チ受グPレ能ハサ’レコト
　アル可キコト弼亦之チ豫想シタリト認ム可キチ以デナリ」
伺無許可叉は不許可の儘にて事實的庭分を爲せぱ、其行爲者
は寺院に封して、不法行爲上の損害賠償責任がある。
第入節　許可の推定と許可なきこと
　　　　の立謹責任
　所轄官爵の許可なくしては、寺院財産の塵分行爲なるものは
あり得ざるを常態とする。故に若し實際上寺院財産の庭分あり
とすれば、一慮許可を受けたる行爲なりと推定すべきである。
從つて許可なきことを理由として、其寺院に封し塵分行爲の無
数を主張せんとする者は、之が立謹の責任がある（註二幽）。此主
張は寺院に於ても、亦相手方に於ても之をなし得る。
註二一、同趣旨列決東京控訴院（四四、七、一三、最近九巻一二〇頁）「寅渡抵當
　ハ明治六年及同九年ノ令逢昌所謂庭分二該當ス解モノナレハ當該官鴎ノ許可チ
　経スシテ之チ爲ストキハ無敷トナルチ以テ當時ノ住職某力被上告・寺チ代表㌻／テ
　右ノ費渡抵當チ爲スニ當リデハ漉法〆手績チ履践γタ彪モノト推定ス・・ク從テ
　ー雁1ハ同布’告・並二蓮昌ヨリ許可チ継タ）レモノトノ推定チ受〃＾キナリ．故1昌蕃皮上
　告寺二於テ其推定チ破か爲メ當該賞麗ノ許可テ経サリシコトヲ・立澄スか責任ア
　9レモノト云ハサ’レチ得スJ
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　右にて大燈寺院の爲す財壷庭分行爲叉は塵分を目的とする契
約の締結に就ての読明を了つたが、両此鮎に關聯して寺院の財
産を庭分する行爲にして、監督官磨の許可を必要とせ臓揚合を
読かう。元來布告第二四九號及び達第三號が、寺産の保護を企
圖するのは、住職等の自儘なる行爲によつて、寺院財産の散逸
滑滅することを惧れたが故である。從つて佳職等の任意なる行
爲と何等關係なくして、寺院の財産が庭分せらるるに至る場合
には、右布告及び達を適用すべき鯨地がない。
　　　　　　第一款　張制競費
　裁判所が執行力ある債務名義に基いて、寺院財産に封し強制
競費を許す場合には、所轄官磨の許可を必要とせぬ。此織に關
する大審院判例を摘録すれぱ、印ち「明治六年布告及明治九年
達ハ寺院財産ヲ保護スル爲メ住職檀徒昌於テ管轄官磨ノ許可ヲ
受ケスシテ任意昌寺院ノ所有ノ地所建物叉～・什物昌封シ塵分ス
ノレコトヲ禁止シ其許可ヲ受ケス任意晶爲シタル責買抵當等ヲ無
敷トスルノ趣旨ナルモ裁判所力寺院所有ノ地所建物叉ハ什物昌
勤シ強制庭分ヲ爲スニ當リテモ亦官爵ノ許可ヲ受クヘキモノト
爲シタルモノ昌アラサルコトハ右布告及達ノ文意昌徴シテ毫モ
疑ヲ容レス」（四二、五、一〇、民第一五輯四七八頁」と、蓋し
孚ひ無い所と信する（粧二二）。
註ニニ、同趣旨の民刑局長同答（明治三三年民刑第五〇號）「借主寺院名義昌テ檀
　家総代二名以上連署シ寺院所有地所チ抵當トシテ金圓ノ貸借チ爲シタ’レトキハ
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　側今宥聡2許可ナ〃且公示ノ手紋ヂ爲ササルトキト錐モ骸貸借ハ：有敷ナリ從テ
　債樒者力右債椹二付キ支梯命令チ申請γ次デ執行命令チ得テ之二基キ本寺院所
　有地所ノ張制競責チ車立タPレ場合二於テハ裁到所ハ競喪手緻チ爲スヘキモノ
　トス」
　　　　　第二款　土地牧用法による牧用
「明治六年第二四九號布告及明治九年敏部省第三號達ノ法意ハ
神官並昌氏子総代昌於テ漫り昌乖申肚所鰯ノ物件ヲ庭分スルコト
ヲ豫防スル畠出テタル屯ノニ付是等ノ布告達タノレ普通ノ場合ニ
ノミ適用スベキモノナルコトハ其法意昌照シテ明瞭ナリ然ル昌
本件ノ地所ハ原院ノ認メタル事實昌擦レハ明治二九年一〇月二
一日内閣ノ公告及同年一一月六日愛知縣ノ公告ヲ以テ土地牧用
法昌依り牧用ヲ命令セラレタルモノナ7レヲ以テ土地牧用法ノ規
定上牧用ヲ受クルコトヲ免レサル所ナリ云々故昌其場合ハ普通
ノ手績昌依り所轄官磨ノ許可ヲ受クルニ及ハス紳官並二氏子総
代昌テ其補償ヲ協定スルモ蓮法ナラサルヲ以テ原院力官磨ノ許
可ヲ●受ケサル昌不拘肚掌タル上告人並昌氏子総代ノ伺意ヲ得テ
締結シタル本件ノ費買ヲ有敷ナリト判示シタルハ相當ナリ叉普
通ノ場合二於テハ神肚所屡ノ樹木ヲ伐探スルニハ所驕官磨ノ詐
可ヲ受クルコトヲ要スト雛iモ土地鼻附属スル樹木ハ其土地ニシ
テ牧用セラルヘキ場合昌於テハ土地牧用法第二一條昌依り土地
ト共二牧用ヲ受クルヵ所有者昌於テ之ヲ移植スルヵ伐探スルヨ
リ外遣ナキヲ以テ云々之ヲ伐探スル事二付故ラ晶斯轄官臆ノ許
可ヲ受クル必要ナシ故昌前項説明ノ通ツ牧用法ノ適用ヲ受クベ
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　キ土地ノ補償ト岡シク所轄官磨ノ許可ヲ受ケスシテ伐採ヲ爲ス
　コトヲ契約スルモ之ヲ以テ違法ト云フヲ得ス」（大審院判例、三
　三、六、四、民事判決録六輯六巻八頁〉、蓋し至當の解繹である。
　　　　　　第三款時　敷
　寺院の財産に鍬し、第三者が二十年問所有の意思を以て準穏
　且公然に占有を縫績したる場合、叉は寺有不動産に封し十年問
　季穏公然に且つ占有の始め善意無過失に占有を緩績したる揚合
　には、其者は時敷に因りて當然不動産の所有権を取得し、此場
　合は檀家叉は信徒総代の同意及び所轄官爵の許可を必要としな
　い。即ち布告第二四九號及達第三號は、寺産に封する時敷の適
　用を妨げない。所有権以外の権利例へぱ地上梅叉は永小作櫨に
付ても、此事は同一である（註二勃。
　陸夏二、同趣旨列例、元、一〇、三〇、民一入輯九三一頁、「明治六年第二四九號
　　布告及ヒ明治九年教部省蓮第三號ハ肚寺ノ財産チ保護ス膨爲メ淋官信侶久ハ氏
　　子檀家ノモノニ於テ自儘二魅寺有ノ地勝建物ヌハ什物チ塵分ス殉コトチ禁シ管
　　轄官廃ノ許可チ経スシテ：爲シタ勘任意慮分チ無数トス館趣旨昌シテ他人力淋官
　　侶侶等ノ任意塵分二俵パニ諜スシテ時敷ノ完成二因リテ、瀧寺有ノ地勝昌封シ地
　　上槽チ取得ス’レカ如キハ該布昔及蓮ノ禁止ス膨所ニアラス然レハ原院力本件ノ
　　地上権設定行：爲昌付所轄官廃ノ認可ヲ・受ケサ，レコトチ列示考！ナカラ被上告入力
　　時敷昌因リテ地上権チ取得γタかモノト爲ジタ多レハ漉法ニシテ本論旨ハ理由ナ
　　シ」
　　叉東京控訴院四四、五、一七、新聞七九六號二三頁「或ハ寺院勝有ノ地所二付
　　時敷二因リテ槽利チ取得スか・トハ明治六年布告及明治九年蓮ノ許ササルカ如
　　〃二解スかモノナキニアラサかモ右布告及蓮ハ魅寺ノ財産チ保護ス飼爲メ專ラ
　　淋官信侶氏子檀家出於テ自儘昌肚寺有チ虜分スル恨トチ禁止γ所轄宮聡ノ認可
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テ受ケスシテ自儘ニナシタ’レ庭分チ無敷トスル趣旨ニシテ他人力榊宮侶侶等ノ
自儘ノ慮分二俵ラス本訴二於ケ’レカ如〃時敷二囚リテ槽利チ取得スPレコトチ禁
止シタ’レモノニアラサ7レコトハ布告及蓮ノ文意二徴γテ疑ナキニヨリ同布皆及
遽ハ前段ノ所噺昌』支障ス’レモノニアラス」
叉東京控訴院11、2、25、評論一一・巻民一一三頁「寺院勝有ノ土地二付明治六
年太政官布告及九年敢剖1省淫ノ禁令チ同遽シ實質上虜有椛チ移轄セシメタァレト
同一ノ敷果チ得シメンコトチ計り双方合意ノ上其所有名義チ饗更セサPレコトチ
條件トシテ費買契約チ締結シ斐代金ノ受授チ爲シタルモノナ7ントキハ買受人ハ
其形式ノ如何二關セス實質上該土地力自己ノ所有二鰯シタリト信シ其占有テ糧
績γタ膨モノト認ム＾〃少〃トモ其占有ハ所有ノ意思チ以テ爲γタルモノト認
ム＾キモノトス久前記ノ布告及達ハ勉寺財産チ保護スPレ爲專ラ輸削曾侶氏子檀
徒等昌於テ自儘二肚寺有財産テ虚分ス’レコトチ禁シタルモノニシテ他人力淋官
f曾侶等ノ自儘ノ塵分二俵ラス時数ニヨリテ槽利チ取得スルコトテモ禁シ’タ’レモ
ノニ非ス」
